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1. 調査概要 

1.1 調査の背景 

「コンゴ民主共和国（以下、コンゴ民国）」の首都「キンシャサ市」は、約 1,497 万人（2020 年）

の人口規模を擁するアフリカ第 2 のメガシティである。今後も成長を続け、2050 年には 2,500 万人

～3,500 万人規模のアフリカ最大都市になると見込まれている。これらの人々の社会経済活動に伴

う「移動のニーズ」は急速に高まっている。 

しかしながら、長年の内戦や政情不安から計画的な都市開発や交通インフラ・サービスの整備が行

われてこなかった結果、鉄道は機能不全に陥っており、低中所得者層の交通手段となるはずのバス

サービスも適切な管理がされておらず、十分なサービス水準に達していない。また、主要な道路や

交差点では、信号機の故障、乗合公共交通の客待ちによる二重、三重の路上駐車、交通法規の無視

等が見られる。その結果、交通渋滞が慢性化しており、甚大な経済損失が発生している状況である。 

 

1.2 プロジェクトの目的 

本調査は、現地ニーズを的確に把握し、以下に示す各具体策①～④に対して「我が国の優れた技術

とノウハウ」の複数案を抽出し、その導入の可否を検討した。また、有望な案に対して、「導入と

運営に関する課題」及び「事業スキーム」を整理する。更に、環境社会配慮の調査を実施し、事業

に伴う「負の影響」を明確にするとともに、「対策の方向性」についてとりまとめた。 

・具体策①:「フライオーバー（立体交差点」による交通容量の拡大 

・具体策②:「交通・信号管制システム交差点改良」による交通の円滑化 

・具体策③:「MaaS(Mobility as a Service」による公共交通サービスの改善 

・具体策④:「交通安全教育と法令順守」による交通安全の向上 

 

1.3 調査の内容 

キンシャサ市について、以下の項目について、調査・検討を行った。 

① 既存計画のレビュー、実施中・計画中プロジェクト情報の収集 

既存計画や関連プロジェクト及び法令等や基準類の情報を収集・整理し、レビュー・分析し

た。 

② 既存調査の将来交通需要結果のレビュー 

既存の PDTK 交通需要予測モデルの将来交通需要をレビューし、交通量の増加が見込まれる道

路及び交差点を抽出した。加えて、各年次の MaaS 利用ターゲット層のマーケット規模を概算

し、MaaS 事業計画の検討に活用された。 

③ 走行速度調査の実施 

既存の交通データを用いて、キンシャサ市の主要幹線道路の走行速度調査を実施した。走行速

度調査で把握した主要幹線道路の混雑状況は、ボトルネックの抽出と要因分析に活用された。 

④ ボトルネックの抽出と要因分析 

PDTK の将来交通需要のレビュー及び走行速度調査の結果を踏まえ、ボトルネック交差点（案）
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を抽出した。ボトルネック交差点（案）の抽出にあたっては、利用可能なビッグデータを活用

し、近年の都市化の傾向を把握し、参考とした。また、ボトルネック交差点（案）を基に、現

地調査を行い、渋滞要因を分析した。 

⑤ 対象交差点の選定（案）と総合的対策骨子（案）の作成・協議 

抽出したボトルネック交差点（案）に対して、現状分析を加味した上で、対象交差点の選定

（案）を作成し、「総合的対策骨子（案）」を立案した。「総合的対策案骨子（案）」の立案

にあたっては、ハード対策のみならず、ソフト対策も含むものとした。また、コンゴ民国の主

要関係機関と協議し、「総合的対策骨子（案）」に現地のニーズを反映した上で、合意形成を

図った。 

⑥ 対象交差点における交通調査・交通事故分析の実施 

選定した対象交差点のうち、方向別交通量等の既存データの入手が困難な対象交差点について

は、現場での交通調査を実施した。また、交通安全上の課題が顕著な交差点については、機械

学習により歩行者と自動車の軌跡を可視化し、車両と歩行者の接触の要因を分析した。 

⑦ 事業検討のための基礎資料の収集 

「総合的対策骨子（案）」の事業検討を実施する上で、必要となる基礎情報の収集を行った。 

⑧ 対象交差点の交通需要予測 

既存の PDTK 交通需要予測モデルを基本とし、直近の交通調査結果及び現地で得られた最新情

報を活用の上、対象交差点の交通需要予測を行った。 

⑨ フライオーバー計画 

キンシャサ市の主要な交差点の交通容量を拡大させるため、対象交差点うち、現地調査や分析

結果に基づいて、立体交差点候補地の特定を行った。また、フライオーバーに最適な橋梁形式

の検討を行い、概算事業費を算出した。 

⑩ 交差点改良計画 

キンシャサ市の交通安全の改善（事故の削減）及びボトルネックの最小化を図るため、対象交

差点のネットワーク上の位置づけ（道路クラス）や関連都市交通計画との整合を踏まえた上

で、最適な交差点幾何構造を検討し、概算事業費を算出した。 

⑪ 交通・信号管制システムの計画 

キンシャサ市の公共交通を含む市内交通流の円滑化および交通安全向上を図るため、「交通管

制システム」及び「信号管制システム」の導入可否について検討した。また、現地関係者と仕

様について協議し、現地のニーズを的確に把握した上で、交通管制システム及び信号管制シス

テムの計画を行い、概算事業費を算出した。 

⑫ 交通安全教育及び法規制に関する検討 

PDTK で提案された交通安全プロジェクトの進捗状況を確認した上で、遅れや未実施の要因の分

析、PDTK 策定時以降の新たな課題の確認を行った。その上で、既存の行政機関の実施能力をレ

ビューし、今後の支援策の検討を行い、概算事業費を算出した。 
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⑬ MaaS 事業計画の検討 

キンシャサ市で導入されている主要な公共交通サービスの情報を整理した上で、入手可能な交

通データの収集・分析を行い、交通課題を把握した。また、MaaS が導入されている近隣諸国へ

渡航し、情報収集を行った。その上で、モード間連携の実現に向けた課題を整理し、MaaS 事業

計画の検討を行い、概算事業費を算出した。 

⑭ 環境社会配慮 

概略の自然・社会の影響把握と将来の本格調査時に必要な環境社会配慮に関する調査を整理し

た。また、本プロジェクトの実現に伴う GHG(Greenhouse Gases)の削減量を概算推定した。 

⑮ 段階整備（案）の検討 

早期に実施すべき案件と中期的に実施すべき案件の仕分けを行う。原則として各コンポーネン

トの個別案の中で緊急性が高いものや現地のニーズが高いものを早期に実施すべき案件として

抽出した。また、各融資機関（ファンド）の意向をヒアリングし、パッケージ化を検討した。 

⑯ 事業評価 

経済性・財務性評価に関連する情報収集・整理を行い、需要予測結果及び事業費積算結果をも

とに経済・財務分析を行った。 

⑰ 事業スキームの検討 

事業実施体制の構築に向けて、コンゴ民国政府及び関係機関等と事業実施体制を協議し、今後

の事業実施に向けたスケジュールを検討した。その際、JICA 等の援助機関による資金スキーム

や民間資金の活用も視野に事業スキームの検討を行った。 

⑱ 我が国企業の優位性の確認及び対応策の検討 

本邦企業が本事業に参加する場合に、日本企業の強みを発揮しつつ、講ずべきコスト競争力を

強化するための方策を検討した。また、必要に応じて第三国企業との連携可能性についても検

討した。 

 

1.4 調査スケジュールおよび団員構成 

本調査の調査スケジュールおよび団員構成を以下に示す。 
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出典：調査団

図 1.4.1 調査スケジュール 

出典：調査団

図 1.4.2 調査団員の構成団 
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2. コンゴ民国及び対象地域の概要

2.1 コンゴ民主共和国、キンシャサの概要 

コンゴ民主共和国は、中部アフリカに位置し、北西をコンゴ共和国、南西をアンゴラ、東をタンザ

ニア、ブルンジ、ルワンダ、北東をウガンダ、南スーダン、北を中央アフリカ共和国と国境を接し、

西は大西洋に臨む。1997 年に国名を変更し、ザイールから現在の国名となった。国土は約 234.5 万

平方キロメートルで日本の約 6.3 倍である。国土は都市と州の性格を併せ持つ特別州で首都である

キンシャサ特別州および 25 州から成っている。

2.2 人口

コンゴ民国の 2022 年の推計人口は 9,500 万人で、人口密度は 40.5 人/㎢となっている。コンゴ民国

の過去 5 年の年平均人口増加率は(3.1％)で３％以上の増加率を維持している。また、キンシャサ市

の人口は 1,661 万人で人口密度は 1,671 人/㎢となっている。キンシャサ市、他主要都市部の人口は

コンゴ民国の全人口の40％を占め、特にキンシャサ市に集中しており、キンシャサ市は世界で25番

目に大きな都市集積地である。

出典：調査団

図 2.2.1 コンゴ民国の人口及び人口増加率 

また、INS の統計に基づいて人口推計された 2017 年のキンシャサのコミューン別人口を表 2.2.1 に

示す。コンゴ民国における平均家族構成員数は 5.2 名である。また、世帯主の性別割合については

コンゴ民国全体で女性が 28.5%である(2017,2018 年)。
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2018 年の国内総生産(Current GDP)をセクター別でみると、第一次産業が 8.9％、第二次産業が

17.7％、第三次産業が 71.9％となっている。 

出典：調査団

図 2.3.2 セクター別 GDP(in Current Price) 

キンシャサ市における域内総生産(Constant GRDP)は下記のように推移している。

出典：調査団

図 2.3.3 キンシャサにおける域内総生産(Constant GRDP) 
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2.4 自然環境及び社会環境の概要 

2.4.1 地形、地質、水文 

(1) 地形、地質の概要

キンシャサ市の地形を図 2.4.1 に示す。キンシャサ市の地形は変化に富んでおり、Congo 川沿いの

湿地帯、標高 275～300m の沖積平野、Ngafula、Ngaliema、Amba からなる標高 310～370m の丘陵地

と Kimwenza と Binza 台地で構成されている。

キンシャサ市の地形的特徴を以下に挙げる。

・ Pool Malebo は Congo 川の河床変動に伴ってキンシャサ市とブラザビル市の間に出来た中州と

湖のような広大な水域である。長さ約 35km、幅約 23km で面積は約 50 ㎢に及ぶ。

・ キンシャサ市の沖積平野部は効率的な排水施設の不足によって深刻な課題を抱えている地域

である。平野は東の Maluku コミューンから西の Ngaliema 丘の麓まで広がっており、その面

積は約 20,000ha に及ぶ。土壌は低い標高 225～260m に堆積した砂質層が主であり、この地質

層の深さは 10km にのぼる。

・ テラス（階段状の地形）は西部の N'djili 川と Ngafula 山の間に位置する 10～25ｍの低い丘群

によって構成されている地域を指す。土壌は平野部と類似しており、シリカと堆積した砂岩

の混合物によって主に構成されており、粘土層とシルト層に覆われている。

・ 700ｍに達する丘は侵食リスクに晒されており、土砂堆積に伴う流下能力不足によって引き起

こされる河川災害の発生は上流の農業や森林伐採等によって増加しつつある。

出典：https://en-gb.topographic-map.com/map-lcf44s/Kinshasa/ 

図 2.4.1 事業対象地域周辺の地形・標高 

(2) 浸食と浸水

砂質土を中心とした地質、被覆状況と雨水排水施設の不足または劣化が原因で、キンシャサ市はガ

リー侵食（雨等による流水によって発生する土壌の侵食）リスクに晒されている(図 2.4.2)。
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出典：Fils Makanzu Imwangana, Kinshasa en proie à l’érosion en ravine: inventaire cartographique et impact 
socioéconomique (presentation file_Figure3.Urbanisation et risques d’ érosion dans la haute ville (1975-2007)) 

図 2.4.2 キンシャサにおける浸食の位置図（キンシャサ大学） 

図 2.4.3 で示すようにキンシャサ市街の主要河川は Congo 川とその左岸の南北方向に流れる支川に

よって構成されている。 

過去にキンシャサ市は複数回にわたり洪水によって被害を受けており、そのうち人口の多い Funa

（Kalamu 川支流域）と Lukunga 地区の浸水リスクが特に高い。とりわけ人的な要因が浸水被害を助

長しているとされており、その主な要因を以下に挙げる。 

1. エル・ニーニョ等の気象現象

2. キンシャサ市および上流域における大雨

3. 都市化に伴う土壌の被覆状況の変化（排水条件の変化）

4. 排水施設の不足と劣化

5. N'djili 川沿いの渓谷、特に低い浸水常襲地域における無秩序でインフォーマルな土地利用

6. 丘陵地における無秩序な土地利用に伴う以下の課題：

a) 上流地域で発生した侵食による河川内の土砂堆積

b) 急な斜面における植生の減少

7. 河川における固形廃棄物の増加

8. 低地と丘陵地（侵食を防ぐため）の雨水排水施設の不足

9. 地域全体における植生の減少
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出典：SOSAK(Strategic Orientation Scheme for Kinshasa metropolitan Area) 

図 2.4.3 キンシャサ周辺の主要河川 

2.4.2 土地利用 

キンシャサ市の基礎的土地利用を図 2.4.4 に示す。文献によれば、Gombe コミューン一極を中心に

都市機能が集中する空間構造である。Gombe コミューンはキンシャサ市唯一の商業、業務中心地区

であり、工業、産業施設は Limete ミューンに集中して分布している。その外郭に住居地域や未開発

地域 の土地利用が広がっている。中心地区への過度の集中を解消するため、過去に何度も都市開発

の計画案が策定されてきたが、実現されておらず、住宅、商業、業務、工業施設が混在している状

況である。
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出典：キンシャサ市都市交通マスタープラン策定プロジェクト ファイナル・レポート(JICA, 2019 年) 

図 2.4.4 事業区域の土地利用 

2.4.3 気候 

コンゴ民国は中部アフリカに位置し、国土の面積はアフリカではアルジェリアに次いで広く 234.5

万 km2 である。陸上国境線と海岸線の合計のうち海岸線が占める割合が 0.3%しかなく、準内陸国に

分類される。国土の平均標高は 839m である。気候は、ケッペンの気候区分では熱帯雨林気候、熱帯

モンスーン気候、サバナ気候に属する場所が混在しており、キンシャサ市はサバナ気候である。文

献によれば、2018～2022 年にかけてのキンシャサ市の平均気温は約 26℃、年間降雨量は

1,600~2,000mm で、6～9月が降雨量の少ない時期となっている。 
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2.4.10 教育・識字率 

コンゴ民国の就学年齢は下図の通り、プレ初等教育が 3 年制、初等教育が 6 年制、中等教育が 6 年

制、中等後教育が 2～5 年制となっている。また、15 歳以上の識字率は 81%である。

出典：Education System, UNESCO 
参考文献:Literacy rate, adult total (% of people ages 15 and above), The World Bank, 
Ecole de Santé Publique de Kinshasa (ESPK) 2019 

図 2.4.10 教育水準別の就学年齢 

2.4.11 雇用・所得・貧困等 

世界銀行によれば、1 人当たり GDP は 2,448USD(2022 年)であり、GDP に占める家計支出額は約 56％

となっている。購買力平価に基づく新国際貧困ラインは 950.2CDF/日/人(2012 年)、または、

2.15USD/日/人(2017 年購買力平価)であり、コンゴ民国全体の人口に占める国際貧困ライン以下の

割合は 69.9％である(2012 年)。図 2.4.11 に各州の貧困ライン以下で生活する人の割合と人口を示

す（左図は州ごとの貧困率、右図は貧困人口)。 

出典：République démocratique du Congo RDC–Évaluation de la pauvreté, 28 juin 2016 

図 2.4.11 州ごとの貧困率と貧困人口

キンシャサ特別州を含む 3 つの州でコンゴ民国の貧困人口の 33％を占めている。なお、世界銀行に

よれば、コンゴ民国全体の労働人口率は 63.1%であり、失業率はコンゴ民国全体で 21.8 %である

(2022 年)。
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3. 総合的対策骨子 

3.1 交通政策における課題とニーズ 

キンシャサ市では、急速に交通渋滞が悪化し続けており、例えば、市内から空港に向かう際には、

通常であれば 30 分程度で到着できる距離でも、渋滞時には 3 時間以上かかるなど、経済活動に大き

な影響が生じている。渋滞悪化は様々な要因が複雑に絡み合うことで発生しており、包括的な対応

が求められている。本調査では、既存調査の結果や現地ニーズ等を踏まえて、以下に示す大きく 4

つの課題を抽出した。 

(1) 交差点の幾何構造や容量不足 

キンシャサ市では、朝と夕のピーク時をはじめとして主要交差点に多くの車両が集中し、深刻な交

通渋滞が発生している。これら多くの交差点で、交通量に対して交通容量の不足が生じており、抜

本的な対策が求められている。 

交差点の交通容量不足の一因としては、キンシャサ市の主要交差点には、信号交差点と比べて容量

の小さい「ラウンドアバウト（環状交差点）」が数多く残っていることが挙げられる。ラウンドア

バウトは、複数方向から大量の車両が流入するとラウンドアバウト内に乱れが発生し、走行速度の

減少に伴い交通容量が低下する特徴を有しているためである。また、ラウンドアバウト以外の交差

点においても、交通量に応じた適切な幾何構造となっていない交差点が複数あり（具体的には、多

枝、鋭角および中心点のズレが生じている、右側通行の左折車が多い箇所では左折車線が設置され

ていない、道路舗装・排水設備の適切な維持管理ができていない等）、交差点自体がボトルネック

となっていることも多い。これらの交差点においては、交差点の幾何構造の変更により交通容量低

下を解消する必要がある。 

(2) 信号をはじめとする交通管制 

キンシャサ市では、多くの主要交差点で信号機が機能していない（故障）か未設置であり、混雑時

には警察官が手信号で対応している。手信号は現場に応じた柔軟な対応ができるというメリットが

あるものの、警察官の技量に依存する手法であり、キンシャサ市における警察官の能力では十分に

対応できていない。更に、十分な技量を持たない警察官の手信号の場合、サイクル長が長くなりや

すく、結果的に渋滞損失時間が長くなる傾向も指摘されている。また、目視による手法であるため、

警察官が渋滞を目視できる範囲での交通管理となり、上流側への影響を把握できずに局所的な最適

化となってしまう。このため、区間全体や地域全体で見た場合、非効率な交通管理となることが多

い。例えば、ある交差点を先頭に 10 ㎞に渡るような長い渋滞があっても、その交差点の警察官は、

その状況を把握できず、交通管理を行っている。そのため、信号機が機能していない（故障）や未

設置が原因で渋滞が発生している交差点については、信号をはじめとする適切な交通管制システム

の構築・運営が必要である。 

(3) 公共交通サービスの不足と非効率な車両運行 

キンシャサ市では、急激に交通量が増加しており、渋滞悪化の一因となっている。更に、キンシャ

サ市都市交通マスタープラン(PDTK)の将来需要予測によると、急激なモータリゼーションの進展を

背景に 2030 年には市内のほとんどの主要幹線道路の交通量が 2 倍以上になる見込みであり、増加す

る交通需要にインフラ整備がまったく追い付いていない状況である。 

一方、自家用車を減らすための鍵となる公共交通サービスは、鉄道は平日のみ 1 日 1 往復の運行、

社をはじめとする既存の公共交通の運行・サービスの水準も需要に対して十分ではなく、

残りの大部分は民間企業・個人事業者の運行する相乗りサービスやライドへリング等のサービスに

依存している状況である。また、既存サービスは安全性や運行の効率性、乗客ニーズへの対応等、
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多くの課題を抱えている。その結果、多くの人々が自家用車に頼らざるを得ず、交通渋滞の深刻化

につながる等、悪循環の一因となっており、キンシャサ市内の交通渋滞を解消する上では、自家用

車の代わりとなる公共交通サービスの改善が必要である。 

(4) 不十分な交通安全教育と法令無視 

現状では、交通ルールを順守するための様々な仕組みが機能不全に陥っており、ミニバスや相乗り

タクシーの二重、三重に及ぶ路上駐停車、逆走、車線や信号無視、一般ドライバーによる店舗等へ

の出入りのための路上駐停車やストリートベンダーによる道路空間の占拠、歩行者の乱横断等、交

通ルール不順守が常態化している。交通ルールの不順守は、交通事故による死傷者が発生する危険

性を孕んでいるだけでなく、単路部や交差点の交通容量の低下を招いており、交通渋滞を悪化させ

る一因となっている。これは、学校や家庭、免許取得時や車両走行時等、様々な場面における交通

安全教育が不十分であることが一因となって、結果として法令も無視されている。よって、キン

シャサ市内の交通渋滞を解消する上では、不十分な交通安全教育を改善し、法令を順守するよう行

動変容を促す必要がある。 

 

3.2 既存計画のレビュー、実施中・計画中プロジェクトの情報 

前述した(1)～(4)の課題に対応した対策を検討するにあたり、既存計画のレビュー、実施中・計画

中プロジェクトの情報収集を実施した。また、本邦技術活用・事業スキーム検討の観点から、日本

によるインフラ支援（ODA 実績）についても情報収集と整理を実施した。 

3.2.1 本調査と関連性の高い上位計画の概要 

(1) キンシャサ整備戦略方針【2015 年／AFD】 

SOSAKはAFDの支援で策定された「キンシャサ市」の開発方針を示す文書である。都市部への集中を

緩和する新たな都市拠点の創造、都市開発の進捗に応じた交通ネットワークの構築、インフラや公

共施設の整備、自然環境や文化の保全を提案している。運輸交通セクターでは将来ネットワークの

概況を示すとともに、「キンシャサ市」における都市開発に資する都市交通マスタープラン策定の

必要性が言及されていた。SOSAK は州議会で承認され、キンシャサ市の条例となっている。 

(2) キンシャサ市都市交通マスタープラン策定プロジェクト【2019 年/JICA】 

キンシャサ市は、近年の急速な人口増加（2030 年 2 千万人超）から都市化が進んでおり、より高密

度な都市空間となっているが、一方で、都市交通インフラの整備と維持・管理が十分に行われてい

ない。本プロジェクトでは、キンシャサ市において、2040 年を目標年次とする長期的な開発ビジョ

ンおよび 2030 年を目標年次とする中期的な開発プログラムを示した「都市交通マスタープラン（以

下、PDTK）」を策定し、都市交通問題の改善を図る数々の提言が行われた。プロジェクト終了後の

2019 年 7 月に州議会で承認され、キンシャサ市の条例となっている。PDTK 以降、交通計画マスター

プランは策定されていないことから、PDTK が本調査でレビューすべき唯一の既存の上位計画である。 

なお、2021 年からキンシャサ市都市交通マスタープラン実施促進プロジェクト（PRCM-PDTK）を

JICA 支援で実施中であり、2025 年に終了予定である。PRCM-PDTK は、PDTK の実施促進・モニタリン

グ体制の確立、及びインフラ建設のための都市開発管理能力強化、公共交通のオペレーション・

サービス改善を行うことにより、PDTK に基づく都市交通分野における行政の管理体制・能力強化を

目標として実施されており、PDTK の更新や新しい交通計画の策定を目標としたプロジェクトではな

い。 

3.2.2 キンシャサ市都市交通マスタープラン（PDTK）のレビュー 

前述のとおり、PDTK 以前の既存計画は PDTK に集約され、また、PDTK 以降の交通計画マスタープラ

ンはないことから、PDTK が現時点におけるレビューすべき唯一の上位計画でもある。そのため、本
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項では、本調査に関連する内容として、PDTK の将来道路ネットワーク、フライオーバー、交差点改

良プロジェクトについてレビューを実施した。 

(1) PDTK における将来道路ネットワーク

PDTK において、戦略的道路ネットワーク、プライマリー道路ネットワーク、セカンダリー道路ネッ

トワークの 3 層から成る道路ネットワークが提案された。

(a) 戦略的道路ネットワーク

戦略的道路ネットワークは、主に重量貨物輸送および都市間等の長距離輸送向けの交通のために設

定される。戦略的道路ネットワークの果たすべき機能を下記に示す。 

 港湾、空港等のロジスティックターミナル、工業地帯や CBD といった地域拠点や開発クラ

スターを接続すること

 CBD、市街地や副都心を含む人口密度の高い地域を接続すること

 東西および南北を結ぶ国際幹線道路および地方幹線道路に接続するネットワークの骨格を

構築すること

 3 つの都市域と機能的に接続すること

戦略的道路ネットワークは、その特徴と機能から 2 分類される。一つは環状道路でバイパス機能を

果たし、もう一つは東西と南北軸を形成し地域の放射状道路や国際的連結を図るものである。 

戦略的道路ネットワークを図 3.2.1 に示す。 

出典：PDTK 

図 3.2.1 PDTK における戦略的道路ネットワーク 
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(b) プライマリー道路ネットワーク 

プライマリー道路ネットワークは、戦略的道路ネットワーク全体を網羅し、下記の機能を果たすよ

うに形成される。 

 戦略的道路ネットワークとコミューンセンターを含むすべての主要都市センターに接続す

ること 

 重量貨物、比較的長距離トリップのための停留施設を提供すること 

 大型及び長距離の車両での移動に対して高いモビリティを確保すること 

 機能分類された道路階層システムで設定された整備間隔を確保するような格子パターンを

形成すること 

 コンゴ民主共和国キンシャサ州議会によって承認された SOSAK の道路ネットワークを反映

すること 

(c) セカンダリー道路 

セカンダリー道路ネットワークは、プライマリー道路と相互接続・補強する役割を果たす。また上

位階層システムと比較して、トリップ長の短い域内トリップを主なターゲットとし、下記の機能を

果たすように形成される。 

 プライマリー道路とカルティエ中心を含むすべての都市核を接続すること 

 コミューン内のカルティエを相互接続すること 

 機能分類された道路階層システムで設定された整備間隔を確保するような格子パターンを

形成すること 

 コンゴ民主共和国キンシャサ州議会によって承認された SOSAK の道路ネットワークを反映

すること 

 

図 3.2.2 と図 3.2.3 は、2030 年と 2040 年をそれぞれ対象に提案されたプライマリー道路ネット

ワークおよびセカンダリー道路ネットワークを示す。 
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出典：PDTK 

図 3.2.2 PDTK における将来道路網（2030 年） 
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出典：PDTK 

図 3.2.3 PDTK における将来道路網（2040 年） 

(2) PDTK におけるフライオーバー

PDTK において 2030 年と 2040 年それぞれを対象にフライオーバーの整備が、提案されており、それ

らフライオーバーの位置を図 3.2.4 に示す。将来フライオーバーは、将来道路ネットワークに基づ

いて、2030 年に 6 地点、2040 年に 6 地点、計 12 地点が提案されており、現時点では、未整備区間

があるため、特に 2040 年に整備が計画されている箇所では、現状の道路渋滞箇所と一致しないこと

に留意が必要である。また、既存フライオーバーは、PDTK と異なる箇所に設置されており、大統領

100 日プログラムによって建設されたことから、長期的かつ恒久的という視点より、短期的かつ暫

定的という視点において、建設されたものと推測される。 
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3.2.4 日本による過去のインフラ支援（ＯＤＡ実績） 

(1) キンシャサ市ポワ・ルー通り補修及び改修事業【2009 年／JICA】 

キンシャサ市の主要幹線道路は舗装の老朽化が顕著で、特に、空港と市内を結び、また西のバ・コ

ンゴ州と東のバンドゥンドゥ州を結ぶ産業道路としても重要なキンシャサ市内のポワ・ルー通りの

傷みが激しく、雨期において通行がほとんど不可能な状態で、蛇行運転する車で交通が頻繁となり

麻痺していた。本事業では、ポワ・ルー通り（後に、コンゴ・日本大通りに改名）約 4 ㎞区間の道

路補修・改修を支援した。 

(2) 道路維持管理能力強化プロジェクト【2016～2019 年／JICA】 

コンゴ民国全体の道路の舗装率は 2%と極めて低い状況である。本プロジェクトでは、幹線道路を管

理する道路公社および都市道路を管理する道路・排水公社の役割や責任の明確化、道路維持管理技

術指針の策定、技術者の道路維持管理技術・知識の向上などを通じ、同国のアスファルト舗装道路

の維持管理能力の強化を支援した。 

(3) キンシャサ市道路維持管理機材整備計画【2018 年／JICA】 

首都キンシャサ市の道路舗装率は、26%と同国平均よりは高いものの、維持管理業務が不十分である

ため、道路の損傷や老朽化が進み、このことが一部の舗装道路への交通集中を招いている。本事業

では、同市内の道路を維持管理する道路・排水公社に機材を整備することにより、都市道路の維持

管理体制の改善を図り、交通網の利便性向上を支援した。 

 

3.3 既存調査の将来交通需要結果のレビュー 

3.3.1 既存の交通需要モデル（PDTK） 

本調査対象地域であるキンシャサ市では、2015 年にキンシャサ整備方針（SOSAK）が州議会承認さ

れ、2019 年にはこの SOSAK の一部として都市交通マスタープラン（PDTK）が策定、州議会承認され

ている。また、PDTK 策定にあたり、14 種類の交通調査及び既存の統計データ等を基に、1）世帯マ

クロデータの生成モデル（Population Synthesis モデル）、2）車両保有モデル、3）非集計の 4 段

階推定モデルで構成された交通需要モデルが構築された。本モデルはキンシャサ市における最新の

需要予測モデルであり、具体的なフローを図 3.3.1 に示す。 
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出典：PDTK 

図 3.3.1 PDTK の交通需要モデルのフロー 

3.3.2 PDTK の社会経済フレーム 

(1) 将来人口

PDTK では、キンシャサ市における現在のコミューン別人口、人口密度、人口増加の傾向、開発可能

な土地の分布状況、UN 人口局による将来人口予測の結果等を踏まえ、コミューン別将来人口を算出

している。その後、各コミューンで開発可能な土地容量とその分布に応じた人口増加地域の調整を

行い、コミューン別の将来人口を推計している。推計された将来人口を下表に示す。 
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出典：PDTK 

図 3.3.3 シナリオ別の車両保有台数（左：バイク、右：乗用車） 

3.3.3 PDTK の将来交通需要結果のレビュー 

(1) Do Minimum（最低限投資）シナリオ

PDTK で推計された Do Minimum（最低限投資）シナリオにおける 2030 年と 2040 年の道路の混雑状況

を図 3.3.4 と図 3.3.5 に示す。Do Minimum シナリオは、進行中及び事業予算の目途がついている案

件、新しい開発地区へのアクセス道路の整備、調査対象地域内のすべての Secondary 道路以上の路

面改良を含んだシナリオであり、キンシャサ市において現実的に起こりうる将来の一つとして設定

されたシナリオである。本結果をみると、道路の混雑度を示す交通量と道路容量の比（VCR）は

2030 年時点でほとんどの主要道路で 1.0 を超過しており、2040 年には対象地域のほぼ全ての道路で

2 倍以上となる、深刻な交通渋滞が発生する可能性を示唆している。 

出典：PDTK 

図 3.3.4 Do Minimum シナリオにおける 2030 年の道路の混雑度 
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出典：PDTK 

図 3.3.5 Do Minimum シナリオにおける 2040 年の道路の混雑度 

(2) Public Intensive（公共交通優先整備）シナリオ

PDTK では、前述の Do Minimum シナリオの予測結果や財政制約、各プロジェクトの優先度等を踏ま

え、「Road-Intensive シナリオ」と「Public Transport-Intensive シナリオ」を代替案として設定

し、キンシャサ市の最適な交通ネットワークシナリオの選定を実施している。なお、2040 年の

Public Transport-Intensive シナリオは、「BRT 優先整備」、「鉄道優先整備」、「鉄道優先整備

+TDM 実施」の 3 つに細分化して検討が実施されている。その結果、「Public Transport Intensive

（鉄道整備重視＋TDM 施策）シナリオ」が最適案として選定され、本検討結果は州政府にも承認さ

れている。図 3.3.6 と図 3.3.7 は 2030 年と 2040 年において選定された、最適な交通ネットワーク

シナリオにおける道路の混雑度を示している。本結果をみると、Do Minimum シナリオの予測結果と

比べてキンシャサ市全体の混雑度は大きく緩和しているものの、多くの地点や区間で混雑（VCR>1.0

以上）である。これは、PDTK は限られた財政制約の下で効率的かつ効果的に都市交通課題を解決す

ることに主眼を置いているためであり、定期的に見直しを行うことで優先順位の変更や追加整備等

の検討が望ましいと整理されている。

以上のことから、PDTK の策定から５年以上経過していることを鑑み、既存計画、実施中・計画中の

プロジェクト、3.4 に後述する走行速度調査結果等を総合的に勘案し、3.5 のボトルネック交差点を

抽出した。なお、本仕様書にある MaaS 利用ターゲット層のマーケット規模の概算については、

「7.3.1 キンシャサ市の社会経済」として整理している。 
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出典：PDTK 

図 3.3.6 2030 年の Public Transport Intensive シナリオの道路の混雑度 

出典：PDTK 

図 3.3.7 2040 年の Public Transport Intensive（鉄道整備重視）シナリオの道路の混雑度 



3. 総合的対策骨子

3-19

3.4 走行速度調査 

本調査では、2017年に実施されたPDTKの走行速度調査結果および本調査で実施する走行速度調査の

結果を用いて、キンシャサ市のボトルネックの抽出および要因分析、2017 年以降の都市化の傾向、

渋滞状況の変化の分析を実施した。なお、本調査では、ビックデータの一つである Google API デー

タを活用して走行速度調査を実施している。

3.4.1 ビックデータ（Google API データ）を活用した走行速度調査 

本業務では、Google 社が提供している Google API データを活用してキンシャサ市の主要幹線道路の

走行速度調査を実施した。走行速度調査を実施した道路及び区間は図 3.4.1 に示すとおりである。

Google API データはビックデータの一つであり、Google Map を利用している膨大なユーザーから収

集されたリアルタイムの交通情報などが利用可能である。Google Map を利用しているユーザーが存

在する地域や道路限定ではあるものの、調査団が直営で実施する場合と比べて多くのサンプルデー

タを安価に入手することが可能であり、キンシャサ市においては信頼性が高く、効率的・効果的な

走行速度調査の方法である。以上を踏まえ、本調査では道路利用状況が異なることが多い月曜日と

金曜日を除いた平日３日（火曜日、水曜日、木曜日）を対象として、2023 年 8 月の 2 週間分のデー

タを購入し、時間帯別方向別の走行速度調査を実施した。走行速度調査を実施した各道路の概要を

表 3.4.1、PDTK の走行速度調査との比較を表 3.4.2 に示す。

出典：調査団

図 3.4.1 走行速度調査の対象道路 
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出典：調査団

図 3.4.2 朝ピーク時の平均走行速度（広域） 

出典：調査団

図 3.4.3 朝ピーク時の平均走行速度（中心地区） 
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(2) 夕ピーク時間帯の平均走行速度

2023 年の夕ピーク（17 時～20 時）の平均走行速度の集計結果を図 3.4.4 および図 3.4.5 に示す。

キンシャサ市においては、夕ピークの混雑が最もひどく、環状方向、放射方向を問わず、市内全域

で走行速度が低下していることが分かる。特に主要幹線道路が交差する交差点や市場の近く、既存

のラウンドアバウトの側で走行速度が 10 ㎞/h 又は 20 ㎞/h に大きく低下していることが分かる。

出典：調査団

図 3.4.4 夕ピーク時の平均走行速度（広域） 
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出典：調査団

図 3.4.5 夕ピーク時の平均走行速度（中心地区） 

(3) 朝夕ピーク時間帯の平均走行速度

キンシャサ市では、朝ピークは通勤・通学が多い朝ピークは市内に向かう放射方向や市場周辺が混

雑し、夕ピークになると郊外に向かう放射方向の混雑や飲食等の余暇活動による混雑が目立つ等、

朝と夕ピークでは混雑地点や傾向が異なる。そのため、朝夕ピークの平均旅行速度を分析すること

で、キンシャサ市内において一般的に混雑している地点の特定を試みた。図 3.4.6 および図 3.4.7

に 2023 年の朝夕ピーク（7 時～10 時、17 時～20 時）の平均走行速度の集計結果を示す。

本結果をみると、キンシャサ市内では放射方向の道路の混雑が環状方向の道路よりも深刻であるこ

とが分かる。また、市場の近くや主要幹線道路の交差点、ラウンドアバウトを起点として混雑して

いる箇所が多いことも示唆される。前述のとおり、キンシャサ市では、交差点に公共交通の停留所

やガソリンスタンドが設置される、交差点に人の動きが集中することで屋台が出店される、ガソリ

ンスタンドや屋台を目指した人の動きが増えるといった負の連鎖が起きており、多くの交差点が深

刻なボトルネックとなっている。この内、駐停車の取り締まり強化や公共交通の停駐車を規制する

など、交通運用等のソフト面から改善できる余地もあるものの、現状を鑑みるとハード面からの改

善も必要な状況である。
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出典：調査団

図 3.4.6 朝夕ピーク時の平均走行速度（広域） 

出典：調査団

図 3.4.7 朝夕ピーク時の平均走行速度（中心地区） 
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(4) PDTK（2017 年）の走行速度との比較結果

PDTK(2017 年)と 2023 年における朝夕の渋滞個所の比較結果を図 3.4.8 と図 3.4.9 示す。なお、渋

滞箇所の特定にあたっては、走行速度が低下している箇所の現地視察を行い、路面状況の劣化や車

線数減少など、交差点の幾何構造に起因しない理由で渋滞となっている箇所は除外している。 

本結果をみると、4 箇所は 2017 年と 2023 年に共通した渋滞個所、11 箇所は 2017 年に渋滞していな

かったが 2023 年に新たな渋滞箇所となっており、大統領 100 日プログラムを始めとする多くの道路

プロジェクトが着実に進行中であるものの、急激なモータリゼーション及び都市化の進展に対して

インフラ整備が追い付いておらず、キンシャサ市内の交通渋滞が深刻化していることが明らかと

なった。特に、夕方ピークの渋滞は市内全域で大きく渋滞が悪化しており、早期の対策が必要であ

る。

出典：調査団

図 3.4.8 2017 年と 2023 年における渋滞個所の比較（朝ピーク） 
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出典：調査団

図 3.5.4 OR が選定した交差点改良位置 

3.5.2 ボトルネック交差点（案）の抽出 

(1) 調査団によるボトルネック交差点（案）の抽出

最初に、将来交通需要のレビューと走行速度調査の結果および現地調査を踏まえ、調査団によ

るボトルネック交差点（案）を抽出した。ボトルネック交差点（案）の抽出にあたっては、

3.4.2 (4)と同様に、路面状況の劣化および車線数減少などの交差点幾何構造に起因しない渋滞

箇所は除外した。また、路上駐車の取り締まりなど運用面の改善強化により、渋滞減少が期待

される箇所も対象外とした。図 3.5.5 は、2017 年当時の車線数および路面状況を示しているが、

現在も車線数のギャップは多くの地点で解消されていない。他方、市場周辺では、局所的に路

面状況は悪化しているものの、大統領 100 日プログラムにより、全体的に路面状況は改善され

ている。しかしながら、依然として、車線数のギャップと路面劣化が、多くの箇所で走行速度

低下の要因となっていることが確認された。同時に、ビックデータである Google Api を活用し、

近年の都市化の傾向を把握し、ボトルネック交差点（案）抽出の参考とした。交通需要（発生

集中量）の増加もあり、全体的に走行速度が遅くなっていることから、局所的な路面状況の悪

化を考慮しても都市化が進んでいると言える。
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出典：調査団

図 3.5.7 ボトルネック交差点（案）の位置［朝夕ピーク時の平均］ 
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表 3.5.7 ボトルネック交差点（案）の主な渋滞要因 

出典：調査団

3.6 交通政策における総合的対策骨子 

3.5 節で選定したボトルネック交差点（案）に対して、専門家による現地調査を実施し、現状を踏

まえた上で、以下に示す 4 つのコンポーネントからなる総合的対策骨子（案）を作成した。 

 コンポーネント 1：フライオーバー(立体交差点)による交通容量の拡大

 コンポーネント 2：交通・信号管制システム(交差点改良)による交通の円滑化

 コンポーネント 3：MaaS による公共交通サービスの改善

 コンポーネント 4：交通安全教育と法令順守による交通安全の向上

コンポーネント 1 および 2 の対象となる交差点の選定および整備方針は第 4 章、各コンポーネント

の詳細は第5章～8章として整理している。その上で、各コンポーネント間の相乗効果や関連性を考

慮した段階整備（実施）の検討結果は第 10 章に整理した。

Road 1 Road 2

(N-S) (E-W)
交差点
形状*1

近接接続道路
(100m以内) 交通量 大型車 土地利用 市場

1 Binza UPN Route de Matadi Av de la Liberation RA 有 多 多 商業 有 RAの構造が不十分であり、市場の存在とバスの無秩序な通行・停止。
2 Av de la Liberation Rue Mabeka CS 有 多 多 商業 無 歩行者の乱横断と車両の無秩序な通行・停止。
3 RP. Molaert Av de la Liberation Av Kasa-Vudu RA 有 多 多 商業 無 RAの構造が不十分であり、バスの無秩序な通行・停止。
4 RP. Victoire Av Kasa-Vudu Av  de la Victoire RA 有 多 多 商業 無 RAの構造が不十分であり、バスターミナル隣接による人・車の無秩序な通行・停止。
5 Pt. Gabu Av Kasa-Vudu Bld Sendwe DF 有 多 多 商業 無 Bld Sendweの交差角が薄く、交通量の多いロボット信号（外回り）
6 RP. Huileries Av de la Huileries Av de Kabmbare DF 有 多 多 商業 有 変則6肢の交差点に加え、複数のショートカットルート、市場の存在とバスの無秩序な通行・停止。

7 Regideso Av. de la Democratie Bld du 30 Juin TS 無 多 少 商業 無 歩行者の乱横断と車両の無秩序な通行・停止。
8 Av Kitona, Av Mpolo Bld du 30 Juin DF 無 多 少 商業 無 変則5肢の交差点で、Av Mpoloの交差角が薄く、Av KitonaとAv Mpoloの交差が中心外。

9 Av de Industrie Av du Canal TS 有 中 多 工業 無 不十分な隅切りと車両の無秩序な通行・停止。
10 Rte des Poids-Lourds 14 E Rue TS 有 中 多 工業 無 鉄道踏切と踏切を挟んで並走する道路があり、交差点が近接。
11 Av Luambo Makiadi Bld du 30 Juin CS 無 多 少 商業 無 歩行者の乱横断と車両の無秩序な通行・停止。
12 Kisangani Av Kasa-Vudu CS 有 多 多 商業 無 隅切りが不十分であり、バス等の無秩序な通行・停止。
13 Station Macampagne Av Kasa-Vudu Benseke TS 有 多 多 商業 無 GSの隣接及び歩行者の乱横断とバスの無秩序な通行・停止。
14 Météo Route de Matadi Deviniere DF 有 多 多 商業 有 変則4肢の傾斜地に位置する交差点で、Deviniereの交差角が薄く、市場の存在とバスの無秩序な通行 停止。

15 Elengesa Av Kasa-Vudu DF 無 多 多 商業 有 変則3肢の交差点で、Elengesaの交差角が薄い。
16 Av de la Huileries Triomphal CS 有 多 多 文教 無 北側にAv de la Huileriesとの接続道路が近接交差点を形成し、交通量の多いロボット信号（外回り）

17 Av. By-pass Kianza Bakali TS 有 多 多 住宅 無 GSの隣接及び歩行者の乱横断とバスの無秩序な通行・停止。
18 Batetela Batetela Bld du 30 Juin CS 無 多 少 商業 無 歩行者の乱横断と車両の無秩序な通行・停止。
19 Pt. Pont Av de la Liberation Mont des Arts DF 有 多 多 商業 無 水路を挟んだ変則6肢の交差点で、バスの無秩序な通行・停止。
20 Haut Commandement Sgt Moke CS 有 多 少 文教 無 歩行者の乱横断と車両の無秩序な通行・停止。
21 Bld Lumumba St. Christophe CS 有 多 多 商業 無 Bld Lumumbaを挟んで両側に並走する道路があり、複数の交差点が近接。
22 Sendwe Av de Univesite Bld Sendwe DF 有 多 多 商業 無 交差角度の薄いY字交差点に食違いでAv de Univesiteが交差した変則4肢の交差点。
23 Rte des Poids-Lourds Av de I’Aerodrome DF 有 多 多 工業 無 鉄道踏切と踏切を挟んで並走する道路があり、交差点が近接。ただし、最近改良済み。

24 Kitambo Magasins Colonel Mondjba Nguma DF 有 多 多 商業 有 3つの交差点が近接している変則多肢交差点と2鉄道踏切に市場が存在。
25 Rp Ngaba Av de Univesite Av. By-pass RA 有 多 多 商業 有 RAの中央島にGSがあり、市場の近接とバスの無秩序な通行・停止。

*1 RA: Roundabout, CR: Cross-shape Intersection, TS: T-shape Intersection, DF: Deformed Intersection 
*2 GS: Fuel Station

考えられる主な渋滞要因*2
沿道特性構造特性 交通特性

Jct.
No. Junction Name
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4. 対象交差点の選定と交通需要予測 

4.1 対象交差点の選定 

抽出したボトルネック交差点（案）に対して、現状分析を加味した多基準分析を行い、10 地点の対

象交差点を選定した。 

4.1.1 対象交差点選定にあたってのクライテリア 

対象交差点の選定にあたっては、以下の５つの指標を用いて評価を行った。 

(1) 上位計画との整合性 

上位計画である PDTK で提案されているフライオーバーおよび交差点改良地点を多く配点した。 

20 点： フライオーバー地点 

10 点： 交差点改良地点 

0 点： それ以外 

 

(2) 既存計画との整合性 

既存計画との整合性を図る指標で、整備済みもしくは調査等が行われている進行中の案件との重複

を避ける必要がある。重複していない地点を多く配点した。 

20 点： 重複していない 

0 点： 重複している 

 

(3) 道路規格（重要度） 

路線の重要度を示しており、PDTK において、高規格の路線上に位置する地点を多く配点した。 

20 点： PDTK において、戦略道路に規定されている道路上に位置する 

10 点： PDTK において、主要幹線道路以上の道路上に位置する 

0 点： それ以外 

 

(4) 緊急性 

旅行速度調査および専門家の現地調査により、改良の緊急性が高いと判断された地点を多く配点し

た。 

20 点： 旅行速度が 0km/h-10km/h で、専門家により緊急性が高いと判断 

15 点： 旅行速度が 10km/h-20km/h で、専門家により緊急性があると判断 

10 点： 旅行速度が 20km/h-30km/h で、専門家により早期の改修が望ましいと判断 

5 点： 旅行速度が 30km/h-40km/h で、専門家により改修が望ましいと判断 

0 点： 旅行速度が 40km/h-50km/h で、専門家により緊急性がないと判断 
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(5) 現地政府の要望

現地政府機関から要望が多かった地点を多く配点した。 

40 点： 現地政府 4機関から要望 

30 点： 現地政府 3機関から要望 

20 点： 現地政府 2機関から要望 

10 点： 現地政府 1機関から要望 

0 点： 現地政府機関から要望なし 

4.1.2 対象交差点の選定 

上述したクライテリアに則り、ボトルネック交差点（案）25箇所を評価し、上位10地点を対象交差

点として選定した。その評価結果を表 4.1.1 に示す。また、選定された対象交差点位置と各交差点

の現状を図 4.1.1 に示す。なお、Rp. Ngaba は、選定された交差点と同点であるものの、JICA 調査

にて改良案が検討されているため、除外した。 

表 4.1.1 ボトルネック交差点（案）の評価 

出典：調査団

Road 1 Road 2

(N-S) (E-W)

Point - - - 20 20 20 20 40 120

IS-1 1 Binza UPN Route de Matadi Av de la Liberation ◎(20) ◎(20) ◎(20) ◎(20) 〇(20) 100

IS-2 2 Av de la Liberation Rue Mabeka X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(20) 〇(20) 70

IS-3 3 RP. Molaert Av de la Liberation Av Kasa-Vudu ◎(20) ◎(20) 〇(10) ◎(15) 〇(20) 90

IS-4 4 RP. Victoire Av Kasa-Vudu Av  de la Victoire 〇(10) ◎(20) ◎(20) ◎(20) 〇(20) 90

IS-5 5 Pt. Gabu Av Kasa-Vudu Bld Sendwe X(0) ◎(20) ◎(20) ◎(15) ◎(30) 85

IS-6 6 RP. Huileries Av de la Huileries Av de Kabmbare X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(15) ◎(30) 80

IS-7 7 Regideso Av. de la Democratie Bld du 30 Juin X(0) ◎(20) ◎(20) ◎(15) ◎(30) 85

IS-8 8 Av Kitona Mpolo Bld du 30 Juin 〇(10) ◎(20) ◎(20) ◎(15) 〇(20) 85

IS-9 9 Av de Industrie Av du Canal 〇(10) ◎(20) ◎(20) 〇(5) 〇(10) 70

IS-10 10 Rte des Poids-Lourds 14 E Rue 〇(10) ◎(20) ◎(20) 〇(10) 〇(10) 70

11 Av Luambo Makiadi Bld du 30 Juin X(0) ◎(20) ◎(20) ◎(15) X(0) 60

12 Kisangani Av Kasa-Vudu X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(15) X(0) 50

13 Station Macampagne Av Kasa-Vudu Benseke X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(15) 〇(10) 55

14 Météo Route de Matadi Deviniere X(0) ◎(20) ◎(20) ◎(15) 〇(10) 65

15 Elengesa Av Kasa-Vudu X(0) ◎(20) ◎(20) ◎(15) 〇(10) 65

16 Av de la Huileries Triomphal X(0) ◎(20) 〇(10) 〇(10) 〇(10) 50

17 Av. By-pass Kianza Bakali X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(15) 〇(10) 55

18 Batetela Batetela Bld du 30 Juin X(0) ◎(20) ◎(20) 〇(10) 〇(10) 60

19 Pt. Pont Av de la Liberation Mont des Arts X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(15) 〇(10) 60

20 Haut Commandement Sgt Moke X(0) ◎(20) 〇(10) ◎(15) 〇(10) 55

21 Bld Lumumba St. Christophe X(0) ◎(20) 〇(10) 〇(10) 〇(10) 50

22 Sendwe Av de Univesite Bld Sendwe ◎(20) JICA調査実施中

X(0)
◎(20) ◎(15) X(0) 60

23 Rte des Poids-Lourds Av de I’Aerodrome 〇(10) 新設信号機設置
済み X(0) ◎(20) ◎(15) X(0) 50

24 Kitambo Magasins Colonel Mondjba Nguma ◎(20) トルコ援助で改修
予定 X(0)

◎(20) ◎(20) X(0) 60

25 Rp Ngaba Av de Univesite Av. By-pass ◎(20) JICA調査実施中

X(0)
◎(20) ◎(20) 〇(10) 70

現地政府の
要望 合計スコアJct. ID Junction Name 上位計画と

の整合性

既存計画と
の整合性 道路規格 緊急性

Jct.
No.
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出典：調査団

図 4.1.1 対象交差点位置と各交差点の現状 
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4.2 対象交差点の交通調査 

(1) 調査方法

4.1 節で選定した 10 地点の交差点を対象として、交差点内の危険事象の分析および現況の方向別交

通量の把握、将来交通需要予測の基礎資料とするため、交通調査を実施した。なお、調査員の安全

性確保及び調査精度を向上させるために、沿道の建物や街灯等からビデオ撮影を行い、画像解析

ツールであるGood Visionを用いて集計する方法を採用している。カメラの設置イメージは図 4.2.1、

調査の概要は下記のとおり。交差点内の危険事象の分析結果は 8 章に整理している。

 調査日： 9 月 12 日（火）～9 月 26 日（火）間の平日 1 日（火、水、木） 

 調査時間： 15 時間（朝 6 時～夜 9 時） 

 分類： 7 分類（バイク、乗用車、バン、バス、小型貨物車、大型貨物車、歩行者） 

出典：調査団

図 4.2.1 ビデオカメラの設置イメージと設置方法 

(2) 各交差点の流入交通量（pcu/日）及び車種構成

本調査の将来交通需要予測では、後述する PDTK の日配分モデルを用いるため、15 時間交通量を 24

時間交通量に拡大した。具体的には、2017年にルムンバ通りで実施された24時間の交通量調査結果

を用いて、昼夜の拡大率を推定し、各地点に適用する方法を用いている。図 4.2.2 に拡大後の交差

点別流入交通量、図 4.2.3 に車種構成を示す。 

本結果をみると、6 月 30 通り上に位置する IS-7 と IS-8 の交通量が最も多く、次いで、IS-3、IS-

5、IS-6 の交通量が多い結果となった。また、pcu 換算後の車種割合をみると市内中心部の IS-7 や

IS-8 を除いてバイク（自動三輪車を含む）の割合が非常に高いことが分かる。バイクは比較的安価

に購入できること、路面が状態の悪い区間でも走行しやすいこと、混雑している地点や区間でも乗

用車をすり抜けて移動できることからキンシャサで利用者が急増している交通手段である。一方、

歩道を走行する車両や逆走する車両、車線無視をする車両など、運転マナーの悪さも問題となって

いる。 
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出典：調査団

図 4.2.2 各交差点の流入交通量（pcu/日） 

出典：調査団

図 4.2.3 各交差点の流入交通量の車種構成（pcu ベース） 

(3) 地点別の方向別交通量（台/日）

図 4.2.4 は各交差点の方向別交通量（台/日）を示す。本交通量は将来交通需要予測の基礎資料と

して活用するとともに、4.4 節で対象交差点の整備方針を決める際に活用する。 



4. 対象交差点の選定と交通需要予測

4-6

出典：調査団

図 4.2.4 2023 年の交差点別交通流図（台/日） 
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4.3 対象交差点における交通需要予測 

4.3.1 社会経済フレーム 

(1) 人口

本交通需要予測の将来人口は、統計局（INS）が公表している 2030 年までの実績値及び予測値を用

いて、PDTKで推計した将来人口を時点更新して活用した。なお、2040年の将来人口は、PDTKの中で

単位面積当たりに可能な人口密度や開発可能地区、様々な開発政策等を考慮して設定していること

から、PDTK の目標値から変更していない。設定した年次別の将来人口を下図示す。 

注：2030 年までの予測は INS の公表値を採用、2040 年は PDTK の長期予測と同じとした。 
出典：PDTK 及び INS の統計等を基に調査団作成 

図 4.3.1 キンシャサ市の人口推移 

(2) キンシャサ市の GRDP

本交通需要予測で設定した実質 GRDP（2017 年価格、CDF）を下図に示す。本調査では、COVID-19 パ

ンデミック等の影響を加味するために、IMF が発表している 2017 年～2028 年の公表値（実績+推計

値）を用いて PDTK の推計値を時点更新する方法で設定した。その結果、直近の GRDP の伸びが鈍化

したことにより、2023，2030，2040 年のどの年次においても下方修正となっている。

注：2017-2028 年は IM の予測値、2028 以降も同率の成長を続けると仮定した。 
出典：PDTK 及び INS の統計等を基に調査団作成 

図 4.3.2 キンシャサ市の実質 GRDP の推移 
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出典：PDTK 

図 4.3.4 2030 年の交通ネットワーク（道路・公共交通） 

4.3.3 需要予測モデル 

本需要予測では、14種類の交通調査および既存の統計データ等を基にPDTK策定のために構築された

需要予測モデルを用いて、各交差点での交通量の伸び率を推計し、現況交通量に乗じる方法を採用

した。本モデルは、1）世帯マクロデータの生成モデル（Population Synthesis モデル）、2）車両

保有モデル、3）非集計の 4 段階推定モデルであり、具体的なフローは下図のとおり。 
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出典：PDTK 

図 4.3.5 交通量推計モデルのフロー(再掲) 

4.3.4 交通量推計の前提条件 

(1) 交通量推計の対象年次

本交通量推計は、以下に示す 3 年次で実施した。 

・2023 年：現況

・2030 年：各交差点の整備完了年次

・2040 年：整備完了から 10 年後（PDTK の長期目標年次）

(2) ゾーニングシステム

本交通量推計では PDTK と同じ 395 ゾーンを適用した。各ゾーンの詳細は PDTK に記載のとおりであ

る。 

(3) OD 表

本調査では、PDTK で選定された交通シナリオに基づいて推計された将来 OD 表（2030 年：公共交通

優先整備シナリオと 2040 年：公共交通優先整備シナリオ（鉄道+TDM））を最新の社会経済フレーム

ワークで時点更新し、現況再現性を確認した上で、将来交通量推計に適用した。なお、2023 年の現

況 OD 表は PDTK で推計された 2017 年の OD 表と 2030 年の将来 OD 表の中間補正として作成した。

(4) 時間価値（VOT）

本交通量推計の時間価値（VOT）は、PDTK で推計された時間価値を一人当たりの実質 GRDP の伸び率

を用いて時点更新して適用した。更新後の時間価値を下表に示す。 
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図 4.3.6～図 4.3.15 に 2030 年と 2040 年の各交差点の方向別交通量を示す。本結果は交差点整備時

の車線数決定や経済分析に用いる。 

出典：調査団

図 4.3.6 IS-1 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.7 IS-2 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.8 IS-3 交差点の将来交通流図（台/日） 
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出典：調査団

図 4.3.9 IS-4 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.10 IS-5 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.11 IS-6 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.12 IS-7 交差点の将来交通流図（台/日） 
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出典：調査団

図 4.3.13 IS-8 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.14 IS-9 交差点の将来交通流図（台/日） 

出典：調査団

図 4.3.15 IS-10 交差点の将来交通流図（台/日） 

4.4 対象交差点の整備方針 

キンシャサ市はナイジェリア国ラゴス市に次ぐサブサハラの第二の大都市である。調査対象交差点

付近はビルトアップされており、交差点改良に伴う道路用地の拡幅、そのための用地取得の可用性

は高くない。対象交差点の整備方針の設定にあたっては、交通需要、特にピーク時の混雑緩和が都

市インフラ整備の目的の一つであるが、他方でオフピーク時の需要まで見越し、日単位の交通流の

円滑化、また、交差点の現機能、周辺の土地利用にも着目する必要もある。これらの観点を考慮し

た交差点改良オプションの選定フローを図 4.4.1 に示す。
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5. フライオーバー（Component-1）

5.1 事業検討のための基礎資料の収集 

5.1.1 既存フライオーバーの整理 

(1) 概要

キンシャサ市は、約 1,497 万人（2020 年）の人

口規模を擁するアフリカ第 2 のメガシティであ

るにもかかわらず、フライオーバー整備は、僅

かに７箇所のみである。

その内、図 5.1.1 に赤円で示す４箇所の既存フ

ライオーバーの情報を入手することができた。

特に、下部工の計画（地盤の特性や杭長など）

検討に、これらの情報を参考にする。

出典：調査団

図 5.1.1 既存フライオーバーの位置 

(2) 既存フライオーバーの問題点

既存フライオーバーの資料を調べた結果、以下の３つの問題点を抽出した。 

① 線形不良区間：道路縦断の急激な勾配変化（橋梁区間及びその前後に縦断曲線を設けていない）

② 不安定な構造：２本杭基礎

③ 排水不良：排水側溝を設けていない

【道路線形の急激な勾配変化、排水側溝なし】 【２本杭基礎】 

出典：調査団

図 5.1.2 既存フライオーバー問題点 
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5.1.2 架橋位置の整理 

「4.4 対象交差点の整備方針」より、図 5.1.3 に示す 4 箇所をフライオーバーの対象とする。 

・フライオーバー１（交差点 IS-1）

・フライオーバー２（交差点 IS-3）

・フライオーバー３（交差点 IS-5）

・フライオーバー４（交差点 IS-6）

出典：調査団

図 5.1.3 対象フライオーバーの位置 
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5.1.3 現地踏査 

現地調査時に現地の治安状況が悪化し、屋外（車外）での活動を自粛することとなったことから、

ドライブレコーダー等を用いて、車内から可能な限りに架橋位置の現況を調査した。図 5.1.4 に調

査エリアの概況を示す。 

出典：調査団

図 5.1.4 調査エリアの概況 
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 C. 商業地

沿線が商業地の場合、荷捌き車両等の駐停車対策が必要となるが、現時点において、コン

ゴ民国では、駐停車の規制は困難である。交差点の原則は「可能な限りコンパクトにする」

ことであり、交差点内の駐停車は許容されない。本来許容できないものの、暫定的な方策

として、交差点機能をある程度維持し、かつ周辺商業施設へのアクセスの停車が可能な交

差形式として、ラウンドアバウトが考えられる。この場合においても、ラウンドアバウト

内の通過交通走路（環道）と荷捌き用停車スペースは舗装種別を変えるなど境界を利用者

が認知できるよう区分すべきである。図 5.2.4 にフライオーバー下の交差点改良例を示す。 

A. 信号交差点(IS-3)4 枝 R.ラウンドアバウト(IS-6)

出典：調査団

図 5.2.4 フライオーバー下交差点改良例 

5.3 フライオーバー計画 

5.3.1 設計条件の整理 

(1) 設計基準の整理

OR および OVD の担当者と面談し、コンゴ民国において、橋梁の設計基準や設計マニュアルがないこ

とを確認した。そのため、設計にあたっては、援助機関の基準に合わせて、個別に橋梁の設計基準

を決定していることが確認された。 

(2) 設計車両の検討

通行可能な車両の諸元 

コンゴ民国の法律（2014 年 4 月 29 日）により、通行可能な車両の諸元（大きさと重量）は、以

下の通り定められている。

【重量】 

・１軸の最大重量 ： 9t

・車両の最大総重量：56t（6 軸）

なお、重量超過 20％までは、USD25 の罰金が課せられる。

【大きさ】 

・最大長さ：18.0m
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着目点の設定 

着目点は、表 5.3.2 に示すとおり設定する。 

表 5.3.2 評価項目毎の評価指標 

出典：調査団

(4) 支間割・橋長の決定

構造力学上、側径間長と中央径間長の最適な比率は「1:1.25」である。（図 5.3.2 を参照） 
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表 5.3.6 上部工形式の抽出（IS-1） 

出典：複数の国交省整備局の設計マニュアルを基に調査団が作成

(2) 橋梁形式の選定

抽出した３案を比較検討し、総合的に優れる「第１案：鋼箱桁橋」を採用する。 

表 5.3.7 橋梁形式の比較結果（IS-1） 

出典：調査団

出典：調査団

図 5.3.3 コスト内訳（IS-1） 
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(3) 橋梁全体一般図

フライオーバーIS-1 の全体一般図を図 5.3.4 および図 5.3.5 に示す。

出典：調査団

図 5.3.4 橋梁全体一般図 IS-1（1/2） 
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出典：調査団

図 5.3.5 橋梁全体一般図 IS-1（2/2） 
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5.3.4 フライオーバー IS-3 

(1) 上部工形式の抽出 

橋梁の上部工形式は、適用支間を踏まえて、以下の８案を抽出する。 

・第１案：鋼鈑桁橋（RC 床版） 

・第２案：鋼鈑桁橋（鋼床版） 

・第３案：鋼鈑桁橋（合成床版）【パネルブリッジ】 

・第４案：鋼箱桁橋（RC 床版） 

・第５案：鋼箱桁橋（鋼床版） 

・第６案：鋼箱桁橋（合成床版）【細幅箱桁】 

・第７案：PCT 桁橋 

・第８案：PC 箱桁橋 

【備考】「少数主桁橋」は、道示Ⅱp.281 の横荷重に確実に抵抗できる構造とするために実験や検

討が必要となり、床版打替え時に安定性が課題となる。そのため、「少数主桁橋」対象外とした。 

表 5.3.8 上部工形式の抽出（IS-3） 

 

出典：複数の国交省整備局の設計マニュアルを基に調査団が作成 
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(2) 橋梁形式の選定

抽出した８案を比較検討し、総合的に優れる「第３案：鋼鈑桁橋（合成床版）【パネルブリッジ】」

を採用する。 

表 5.3.9 橋梁形式の比較結果（IS-3） 

出典： 調査団 

出典：調査団

図 5.3.6 コスト内訳（IS-3） 
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(3) 橋梁全体一般図 

フライオーバーIS-5 の全体一般図を図 5.3.7 および図 5.3.8 に示す。 

 
出典：調査団 

図 5.3.7 橋梁全体一般図 IS-3（1/2） 
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出典：調査団

図 5.3.8 橋梁全体一般図 IS-3（2/2） 
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5.3.5 フライオーバー IS-5 

(1) 上部工形式の抽出 

橋梁の上部工形式は、線形の制約条件（R=280m）と適用支間を踏まえて、以下の４案を抽出する。 

・第１案：鋼箱桁橋（RC 床版） 

・第２案：鋼箱桁橋（鋼床版） 

・第３案：鋼箱桁橋（合成床版）【細幅箱桁】 

・第４案：PC 箱桁橋 

表 5.3.10 上部工形式の抽出（IS-5） 

  
出典：複数の国交省整備局の設計マニュアルを基に調査団が作成 
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(2) 橋梁形式の選定 

抽出した４案を比較検討し、総合的に優れる「第３案：鋼箱桁橋（合成床版）【細幅箱桁】」を採

用する。 

表 5.3.11 橋梁形式の比較結果（IS-5） 

 
出典： 調査団 
 

 

 
出典：調査団 

図 5.3.9 コスト内訳（IS-5） 
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(3) 橋梁全体一般図 

フライオーバーIS-5 の全体一般図を図 5.3.10 および図 5.3.11 に示す。 

 
出典：調査団 

図 5.3.10 橋梁全体一般図 IS-5（1/2） 
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出典：調査団 

図 5.3.11 橋梁全体一般図 IS-5（2/2） 
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5.3.6 フライオーバー IS-6 

(1) 上部工形式の抽出 

橋梁の上部工形式は、適用支間を踏まえて、以下の７案を抽出する。 

・第１案：鋼鈑桁橋（RC 床版） 

・第２案：鋼鈑桁橋（鋼床版） 

・第３案：鋼鈑桁橋（合成床版）【パネルブリッジ】 

・第４案：鋼箱桁橋（RC 床版） 

・第５案：鋼箱桁橋（鋼床版） 

・第６案：PCT 桁橋 

・第７案：PC 箱桁橋 

【備考】「少数主桁橋」は、道示Ⅱp.281 の横荷重に確実に抵抗できる構造とするために実験や検

討が必要となり、床版打替え時に安定性が課題となる。そのため、「少数主桁橋」対象外とした。 

表 5.3.12 上部工形式の抽出（IS-6） 

 

出典：複数の国交省整備局の設計マニュアルを基に調査団が作成 
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(2) 橋梁形式の選定 

抽出した７案を比較検討し、総合的に優れる「第３案：鋼鈑桁橋（合成床版）【パネルブリッジ】」

を採用する。 

表 5.3.13 橋梁形式の比較結果（IS-6） 

 
出典：調査団 

 

 
出典：調査団 

図 5.3.12 コスト内訳（IS-6） 
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出典：パネルブリッジ（メーカーカタログ）／2022 年 12 月／日鉄エンジニアリング㈱ 

図 5.4.2 鋼鈑桁橋（合成床版）【パネルブリッジ】の施工手順 

  



 
5. フライオーバー（COMPONENT-1） 

 5-31 

5.4.2 フライオーバー IS-1 の架設計画 

フライオーバーIS-1 の架設計画を図 5.4.3～図 5.4.5 に示す。 

  

 
出典：調査団 

図 5.4.3 架設計画図 IS-1（1/3） 
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出典：調査団 

図 5.4.4 架設計画図 IS-1（2/3） 
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出典：調査団 

図 5.4.5 架設計画図 IS-1（3/3） 
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5.4.3 フライオーバー IS-3 の架設計画 

フライオーバーIS-3 の架設計画を図 5.4.6 および図 5.4.7 に示す。 

  

 
出典：調査団 

図 5.4.6 架設計画図 IS-3（1/2） 
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出典：調査団 

図 5.4.7 架設計画図 IS-3（2/2） 

  



 
5. フライオーバー（COMPONENT-1） 

 5-36 

5.4.4 フライオーバー IS-5 の架設計画 

フライオーバーIS-5 の架設計画を図 5.4.8～図 5.4.10 に示す。 

  

 
出典：調査団 

図 5.4.8 架設計画図 IS-5（1/3） 
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出典：調査団 

図 5.4.9 架設計画図 IS-5（2/3） 
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出典：調査団 

図 5.4.10 架設計画図 IS-5（3/3） 
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5.4.5 フライオーバー IS-6 の架設計画 

フライオーバーIS-6 の架設計画を図 5.4.11 および図 5.4.12 に示す。 

  

 
出典：調査団 

図 5.4.11 架設計画図 IS-6（1/2） 
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5.9 導入と運営に関する課題と対応策 

フライオーバー（鋼橋・コンクリート橋）については、既にキンシャサ市においても導入実績があ

り、国道の場合は道路機構(OR)、それ以外は街路・排水機構(OVD)が導入、維持管理を担当している。

また、路面標示や標識は、国家交通安全委員会(CNPR)が担当している。地方分権化に伴い道路イン

フラは、原則としてキンシャサ州（市と同じ）の管轄となっている（国道を除く）が、キンシャサ

州の実施能力に課題があるため、業務の一部をキンシャサ州から OVD 等に委託している。道路の舗

装は定期的な補修が必須であり、キンシャサ州での継続的な予算確保が必要となる。 

塗装周期延長鋼（コルスペース）（次節 5.10(4)参照）は、鋼材に微量のスズ（Sn）を添加するこ

とで、耐食性を高め、塗装の塗替周期を延長し、ライフサイクルコスト（LCC）を縮減できる鋼材で

あり、特に、維持管理の費用低減に貢献し、有効な対策案の一つである。 

また、インフラの整備・維持管理に関しては、道路基金(FONER)の積極的な活用が望まれる。FONER

は燃料税、潤滑油税を財源としており、税収は道路の維持管理に活用することが原則となっている。

これらの財源をフライオーバーの維持管理に充当することができる。 

 

5.10 我が国企業の優位性の確認 

(1) 鋼鈑桁橋（合成床版）【パネルブリッジ】 

フライオーバーIS-3とIS-5に「パネルブリッジ」を採用した。パネルブリッジは、工場で主桁およ

び合成床版を一体化することにより、現場施工の簡略化を図れる橋種である。橋軸直角方向に一様

な鋼材を配置し、主桁中間支点上の負曲げモーメントに対してハンチを設けて版厚を増やして対応

している構造である。また、現場で床版構造と主桁を一体化するため、I 形鋼にジベル機能を兼用

させている（図 5.10.1 参照）。 
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出典：パネルブリッジ（メーカーカタログ）／2022 年 12 月／日鉄エンジニアリング㈱ 

図 5.10.1 パネルブリッジ構造の特徴 

パネルブリッジは、吊足場、床版型枠の設置・撤去が不要となるため、桁下での作業がほとんど発

生しない（図 5.10.2 参照）。道路を跨ぐ場合に、最小限の規制で施工できるため、交通渋滞や騒

音など周辺環境への負担を軽減できる。 

  



 
5. フライオーバー（COMPONENT-1） 

 5-46 

 

 
出典：パネルブリッジ（メーカーカタログ）／2022 年 12 月／日鉄エンジニアリング㈱ 

図 5.10.2 パネルブリッジ施工方法の特徴 

(2) 鋼細幅箱桁橋 

フライオーバーIS-5に採用した「鋼

細幅箱桁」とは、箱断面の幅を従来

箱桁より狭くする。一方、フランジ

を厚くして箱内構造を簡略化（縦リ

ブ本数を低減、横リブを省略など小

型材片の個数を大幅に削減）できる

構造で、製作費（加工・塗装）や海

上輸送費の削減などが可能となる

（図 5.10.4 参照）。また、部材数

の低減にともない、点検の簡素化や

塗装面積の減少により、維持管理費

を削減することができる。更に、工

期短縮による事業便益の早期発現効

果も期待できる。 

本邦企業の実績が多く、本工法の国

際的競争力は高いと言える。 

 
出典：耐候性鋼細幅箱桁橋／㈳日本橋梁建設協会／2012 年 11 月 

図 5.10.3 細幅箱桁橋 
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出典：㈳日本橋梁建設協会 

図 5.10.4 鋼細幅箱桁 

(3) 合成床版 

本工法は、鋼とコンクリートの合成構造を適用した床版構造である。合成床版下面はＩ型鋼で補強

された鋼板で構成されており、底鋼板を現場に架設した後、コンクリートを打設して施工される。

本床版は、一般的な RC 床版に比べ、高い耐久性を有しており、また急速施工も可能としている。底

鋼板を先行して施工することにより、コンクリート打設中に生コンクリートの漏出といった危険性

はないため、施工中の床版下の既存交通を制限する必要が生じない。都市部において、本工法の適

用により、既存交通への影響（社会的損失）を最小限にできる。加えて、一般的な RC 床版に比べ、

高い耐力を有しており、過積載が一般的に問題となっている発展途上国においての適用が有効であ

り、本工法の国際的競争力は高いと言える。 

 

          

出典：箱桁橋への適用（トラス型ジベル合成床版を用いた大ブロック架設の例）／㈳日本橋梁建設協会 

図 5.10.5 合成床版の例 

(4) 塗装周期延長鋼（コルスペース） 

本鋼材は、微量のスズ(Sn)添加により耐食を高めた橋梁用鋼板で、同じ塗装条件・使用環境下にお

いて、従来鋼(普通鋼)に比べ、塗膜欠陥部における鋼材腐食や塗膜剥離を大幅に抑制することがで

き、その結果、塗装塗替費などのライフサイクルコスト(LCC)の大幅な縮減に寄与することが可能と

なる。具体的には、海岸沿いなど比較的塩害環境の厳しい建設地点において、塗装塗替え周期は約

30年から約60年へと約２倍も延長することができる。一方で、鋼材へのスズ(Sn)添加によるコスト

上昇は、上部建設費全体の２％程度と僅かであることから、本鋼材は、発展途上国において、十分

に適用可能かつ有効的な鋼材技術であり、また本邦鉄鋼メーカーのみが JIS 規格品として製造・販

売しており、国際競争力は高い、と考えられる。 
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出典：CORSPACE® 塗装周期延長鋼／日本製鉄㈱ 

図 5.10.6 普通鋼(従来鋼)と CORSPACE(塗装周期延長鋼)との腐食メカニズムの違い 

 

出典：CORSPACE® 塗装周期延長鋼／日本製鉄㈱ 

図 5.10.7 コルスペースによるライフサイクルコスト縮減  
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6. 交差点改良（Component-2） 

6.1 事業検討のための基礎資料の収集 

6.1.1 既存交差点の整理 

各種レポートおよび OVD へのヒアリング、また現場踏査により、キンシャサ市内の交差点での交通

管理状況の調査を行った。調査結果の概要を以下に示す。 

 交差点部には、左折・右折レーンが設けられているが、単路部の車線レーンと連続してお

り、日本のような「付加車線」の形になっておらず、右左折交通が直進交通と錯綜し、渋

滞の原因になっている。 

 信号交差点において、所謂「右折フリー」は許容されていない。 

 主要交差点は信号化されているが、灯機のタイプが統一されておらず、また滅灯している

ケースが見られる。 

 信号機はすべて定周期で運用されており、主要幹線でも比較的短めのサイクルである(90-

120 秒)。 

 信号灯機は方向別（直進、右折、左折）に複数配置されているケースと、流入に対して 1

基配置されているケースが混在している。 

 多くの交差点で警察官によるマニュアル・コントロールが行われているが、このコント

ロールに規則性はない。 

 フライオーバー・ノーズ部を除いて、交通標識がない（恐らく、他は盗難被害にあったも

のと思われる）。 

 信号交差点近くにバスベイ（停）がある。 

 障害者の歩道歩行、道路横断を支援するインフラがない。 

 
右左折車線の先が直進車線となっており、単に直進車線に交差点直近で右左折マーキングを舗設している。 

出典：調査団 

図 6.1.1 右左折レーンの配置状況 
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ヒアリング情報では、交通事故は交差点部に集中しており、その内訳は車両と歩行者の接触事故が

大多数とのことであった。またキンシャサ警察中央署の事故担当との協議で、事故は記録されてい

るが、路線毎に集計され、その記録は紙ベースであることを確認した。 

  
滅灯している信号機（横型灯機） 縦型信号灯機 

 
有名なロボット信号（車両用灯機が滅灯しているため、車両が交錯している） 

出典：調査団 

図 6.1.2 交差点部の灯機状況 

 

6.1.2 交差点改良の方針 

上記の調査結果から、交差点改良に必要な視点を以下に整理する。 

(a) 適正な交差点幾何構造 

交通需要に応じた車線数、また直進交通を阻害しない付加車線（特に左折）の配置などのイン

フラ整備が必要である。インフラが適正に整備されていない場合、仮に高度交通管理システム

を導入しても、その効果は十分に発揮されない。また、5.2.2 C で説明した通り、交差点付近

の土地利用、現有の交通ハブ機能に適合する交差方式の選択、幾何構造が必要である。 

(b) 状況に応じた信号制御（高度信号端末装置） 

キンシャサ市の都市規模、交通量および現状において道路が都市内移動の唯一の交通モードで

あることを考慮すると、中央管制による交通制御が必要である。しかしながら、信号機のタイ
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プがダブル、トリプルスタンダードとなっており、これらを制御する中央管制システムが存在

しないこと、加えて中央管制に必要となる通信インフラが脆弱であることにより、中央管制シ

ステム導入の環境は整っていない。 

他方、経済発展によって人・物の動きは多様化しており、これに対応する交通制御が求められ

ている。よって、交通変動にリアルタイムに反応し、コントロ－ルする高度信号端末装置の導

入が必要である。 

(c) 適正な交通安全施設 

上記「適正な交差点幾何構造」、「高度信号端末装置」と共に「交通安全施設」の整備は必須

である。前述の通り、キンシャサ市には、横断歩行者と車両の接触事故が多いため、交差点部

の横断防止柵の他、白線工、道路照明など、交通流の規制誘導、また事故リスクの高い夜間で

の安全対策施設整備が必要である。 

 

6.1.3 交差点改良位置の整理 

「4.4 対象交差点の整備方針」より、図 6.1.3 に示す 6 箇所を交差点改良の対象とする。 

 
出典：調査団 

図 6.1.3 対象交差点改良位置 
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6.2 交差点改良計画 

対象交差点を交差点改良計画のタイプ別に分類し、改良計画を示すとともに、改良ポイントを整理

する。なお、設計にあたって適用する基準は、フライオーバーの 5.2.1 節と同様とする。 

 

6.2.1 十(T)字交差点（交通規制なし） 

表 6.2.1 十(T)字交差点（規制なし） 

ID 属性 計画図 改良ポイント 

IS-2 

商業地☐ 

公共交通ハブ☐ 

 

・ 車両（普通自動車）軌

跡を考慮した幾何構造

設計 

・ 付加車線の設置 

・ 高度信号化 

IS-7 

商業地☒ 

公共交通ハブ☐ 

 

・ 車両（普通自動車）軌

跡を考慮した幾何構造

設計 

・ 付加車線の設置 

・ 高度信号化 
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ID 属性 計画図 改良ポイント 

IS-9 

商業地☐ 

公共交通ハブ☐ 

 

・ 車両（普通自動車）軌

跡を考慮した幾何構造

設計 

・ 付加車線の設置 

・ 高度信号化 

IS-10 

商業地☐ 

公共交通ハブ☐ 

 

・ 車両（普通自動車）軌

跡を考慮した幾何構造

設計 

・ 付加車線の設置 

・ 高度信号化 

 

出典：調査団 
 

6.2.2 十(T)字交差点（交通規制あり） 

表 6.2.2 十(T)字交差点（規制あり） 

ID 属性 計画図 改良ポイント 

IS-8 

商業地☒ 

公共交通ハブ☐ 

 

・ 流出規制（南側道路） 

・ 車両（普通自動車）軌

跡を考慮した幾何構造

設計 

・ 付加車線の設置 

・ 高度信号化 

 

出典：調査団 
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6.2.3 ラウンドアバウト信号化 

表 6.2.3 ラウンドアバウト信号化 

ID 属性 計画図 改良ポイント 

IS-4 

商業地☒ 

公共交通ハブ☒ 

 

・ 交差点ラウンドアバウト信号

化（属性を考慮し、交差点を

信号ラウンドアバウト化す

る。南北方向（図面上下）を

優先するため、他の流入を一

旦ラウンドアバウトに導くこ

とにより、信号を２現示に減

少することができ、南北方向

に長く青時間を与えることが

可能となる） 

・ フィーダー道路を一方通行化

（主道路交通との錯綜を最小

化） 

・ 高度信号化 

出典：調査団 

 

6.3 交通・信号管理システムの計画 

6.3.1 セミ自律分散交通制御 

基本的に全ての信号管理システムにセミ自律分散交通制御を適用する。本制御方式は、単独制御の

一種であるものの、需要に対応した交通制御を行うことができる。交差点の各流入路における交通

量や渋滞状況（占有率）に応じて、全 15 パターンの中から最適なパターンを自動選択するものであ

る。このパターンは多段制御とは別であり、渋滞時のみ需要対応制御を行うことも可能である。 

交差点部の機器配置は図 6.3.1 の通りである。 

 
出典：調査団 

図 6.3.1 交差点部におけるセミ自律分散交通制御の機器配置 
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プログラム選択のための交通流の把握は、上流 300m に配置した音波感知機で行う。なお、交差点部

に配置の画像感知機は、複数車線の交通流の車種別把握が可能であり、通過車両の車頭間距離

（ギャップ）の把握など、交通流情報を制御機に伝送し、制御機はリアルタイムにスプリットの変

更調整を行う。 

 

6.3.2 プロファイル制御 

プロファイル制御は、連続する交差点、特に離隔が 500ｍ以内であるケースに効果的であるため、

IS-7 と IS-8 へ導入を計画する。 

 

出典：調査団 

図 6.3.2 プロファイル制御導入交差点（IS-7 および IS-8） 

本プロファイル制御の特徴は、上流の交差点における交通量を計測して、その情報に基づいて、下

流の交差点に到達する交通量を予測し、それに応じて直ちに最適な信号制御を行う次世代の信号制

御方式である。予め作成した複数の制御パターンから選択して制御していた従来の信号制御に比べ、

よりきめ細かな信号制御が可能となる。なお、本プロファイル制御では、各交差点の制御機をイー

サーネットケーブルで接続する必要がある。 

 

出典：京三製作所 

図 6.3.3 プロファイル制御の概要 
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6.7 段階整備の検討 

高度信号化による対策案として、対象交差点が 6 か所選定された。高度信号化の概算建設費は高く

ないことから、交差点改良は一括して導入することで大量生産・輸送によるコストの低減が期待で

きる。資金源としては、二国間援助の無償資金協力事業や多国間援助の有償資金協力事業等も考え

られる。また、自国資金により、個別の交差点改良は可能であるものの、将来的に総合的な管理を

目指すのであれば、単一もしくは相互認証できるシステムを導入すべきである。 

 

6.8 事業スキームの検討 

5.8 節のフライオーバーの「事業スキームの検討」と基本同様であるものの、高度信号化の概算建

設費は高くなく、比較的規模が小さいことから、無償資金協力や輸出信用機関(ECA)が馴染みやすい。

無償資金協力の場合、J-ODA や他ドナーが考えられ、留意点については、フライオーバーと同様で

ある。 

 

6.9 導入と運営に関する課題と対応策 

道路信号については、既にキンシャサ市においても導入実績がある。地方分権に伴い、原則として

キンシャサ州が維持管理を担当しているが、技術基準等は国家運輸安全委員会(CNPR)が担当してい

る。現状の信号機については、適切にメンテナンスされず、故障して利用できないケースも多い。

運営・維持管理にあたっては、キンシャサ州での継続的な予算確保が必要となる。また、新たな機

材を導入するため、人材の能力開発や維持管理のための組織制度の構築も重要である。 

我が国企業の技術を導入する場合、カンボジアのプノンペン市やウガンダのカンパラ市の事例のよ

うに、技術移転のためのプロジェクトとインフラ整備を並行して実施することが望まれる。無償資

金協力や有償資金協力にソフトコンポーネントを組み込むケースや並行して技術協力プロジェクト

を実施するケースが考えられる。 

また、維持管理の財源に関しても、フライオーバーと同様に、道路基金(FONER)の積極的な活用が望

まれる。FONER は燃料税、潤滑油税を財源としており、税収は原則として道路の維持管理に活用す

ることが原則となっている。これらの財源を高度信号化の維持管理に充当することができる。 

 

6.10 我が国企業の優位性の確認 

我が国は世界各国の中でも、特に交通量が多く、歩行者の安全確保や円滑な交通を確立するために、

信号機が多数配置されている。全国各地に設置された信号機の総数は 20 万機以上にのぼり、1 平方

キロあたりの密度は英国、米国を上回って世界最高ランクである。こうした環境を反映した技術開

発は常に世界の最先端を走っている。 

交通信号機の端末制御については、交通状況に応じたミクロの制御が可能であり、車頭間距離によ

るスプリットの調整（ギャップ感応）、挙動不安定車両の把握による赤時間の出現（ジレンマ感応）

の他、公共交通機関の接近による青時間の調整（PTPS）など多岐にわたる。こうした豊富なミクロ

制御は他国製には見られず、我が国の信号機の優位性の象徴である。 

本調査において導入を計画している本邦技術は以下の２つであり、概要については、6.3 節におい

て、記載した通りである。 

・ セミ自律分散交通制御 

・ プロファイル交通制御 
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7.1.2 各種交通サービスの現状 

キンシャサ市の交通サービスとしては、主に道路交通と鉄道に分けられるが、鉄道においては 3 つ

の路線のうち 2 路線が運休となっており、残る 1 路線は軌道の老朽化に伴い 1 日 1 往復の運航のみ

（2017 年時点で約 1,600 人の利用者）であり、ほぼ機能していない状況である。 

道路交通の分担率（図 7.1.1）をみると公共交通（バス：12％、タクシーバス：17％）や自家用車

（自家用車：5％、自家用バイク：12％）の割合が低く、徒歩や自転車といった非動力系交通機関の

割合が 47％（このうち低所得者層が 58％を占める）と非常に高くなっている。 

 
出典：Activity Diary Survey (PDTK) 
注 1:NMT(Non-motorizedtransport:徒歩および自転車の非動力系交通) 
注 2: 低所得 (世帯月収 USD200 未満)、中所得（世帯月収 USD200 以上かつ USD750
未満）、高所得（世帯月収USD750以上）をそれぞれ定義（Commuter Survey, PDTK) 

図 7.1.1 キンシャサ市内の機関分担率（2017） 

公共交通としてサービス提供されている路線バスは 社により運行されており、バスルート

は 33 本あるものの、新しい車両を調達する予算がなく、実際には運行しているバスは非常に少ない。

また、大学生向け専用サービスとして、 社により 145 台のバス（ボルボ社製：25 台、

中国製：120 台）が各大学までの通学専用として運行している。（図 7.1.2） 

 
のバス車両 

出典：  

図 7.1.2 のバス 

インフォーマルな公共交通としては、個人事業による乗合の小型タクシーとタクシーバスがサービ

スを提供している。特に、地域住民の足として利用される一方、高い交通需要の見込まれる交差点、

地域拠点やローカルマーケット周辺に多くの車両が滞留するなど交通上のボトルネックを引き起こ

し、渋滞が発生している状況が見られる。（図 7.1.3） 
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小型タクシー タクシーバス 

出典：調査団 

図 7.1.3 タクシー 

最近では渋滞時でも、隙間を通り抜けられるバイクタクシーの利用が増加する傾向（ANIPTMC によ

ると登録台数が年々増加）にあり、乗客待ち時の路上駐車や自動車間の割り込み走行等が渋滞の原

因にもなっている。また、利用者増加に伴い、これまで１ドライバーに対し、１顧客しか乗せない

というルールから、２名乗車できることになったことや走行時のヘルメット未着用といった安全面

においても近年懸念事項となっている。 

  
バイクタクシー 乗客待ちのバイクタクシー 

出典：調査団 

図 7.1.4 バイクタクシー 

キンシャサにおけるライドヘイリングサービス（表 7.1.3）として、 、 、 、ハイ

ヤーサービス（  などがあり、一般利用者から富裕層までターゲットとした様々な

サービスがある。 

は主に公共交通車両を対象とした車両及びドライバー追跡サービスを提供している。このサー

ビスは、ドライバーによる窃盗・誘拐が多発することから、利用者（特に女性）の安全性確保を目

的とした車両とドライバーの特定サービスである。キンシャサ市の事業としてキンシャサ市内の多

くのミニバス、相乗りタクシーの車両に導入されている。（後述の 7.2.1.1 参照） 

オランダに本部を置く が運営する は、アフリカを含む 17 か国

でライドヘイリングサービスを実施している。キンシャサのショッピングモール等を中心に数台規

模でサービスを開始しており、 や のライドヘイリングサービスと同じようにアプリを利用

し、乗車予約できるが、現時点では決済が現金のみとなっている。 
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7.1.3 各種交通サービスに関する課題と解決策 

キンシャサ市の道路交通状況においては、キンシャサ市都市交通マスタープラン（PDTK）によると、

2030 年に市内のほとんどの主要幹線道路の交通量が 2 倍以上になると予測されており、実際に市内

の交通渋滞は急速に悪化している。一般に渋滞削減を進めるためには、モーダルシフトの推進が重

要な施策の一つと言われている。しかし、キンシャサ市においては公共交通のオペレーション・

サービス水準が低く、鉄道は平日のみ 1 日 1 往復を運行するのみ、残りの道路公共交通の大部分は

民間企業・個人事業者によって運営されるなど、多くの人々が小型のモビリティサービスに頼らざ

るを得ないため、交通渋滞の深刻化につながっている。 

各種交通サービスの現状（7.1.2）を基に、具体的な問題点を抽出し、その課題を整理するとともに

各課題の解決策を仮設した。解決策としては、大きくハード面とソフト面に分けられるが、特に本

章は MaaS サービスであるため、ソフト面の解決策を対象とする。 

整理した結果から、人口増加に耐えうる交通サービスを提供することやバス運行を改善し既存のタ

クシー・タクシーバスを削減するという課題が明確となり、キンシャサ市内の交通渋滞を解消する

上で、自家用車の代わりとなる「公共交通を始めとする各種交通サービスの改善」が喫緊の課題で

あると考えられる。 

 
出典：調査団 

図 7.1.7 各種交通サービスの課題と解決策 

 

7.2 実施中・計画中プロジェクト情報の収集 

7.2.1 実施中プロジェクト 

7.2.1.1 公共交通安全促進プロジェクト 

車両追跡サービスは、具体的に TAXIS アプリを利用し、タクシーに貼ってある QR コード

をスキャンすると、車両とドライバーの情報が表示され、乗車タクシーが登録された安心なもので

あるかを確認できるサービスである。これまでタクシーでは乗客に対する事件（ドライバーによる

窃盗・誘拐）が多数発生している状況があり、タクシーは便利であるが危険な乗り物であるという

認識が市民にはあった。そこで、安全確保を目的として は本サービスを2016年に構想し、2018

年にキンシャサ市内で実証実験が実施された。このサービスが市民から評価され、2019 年にキン

シャサ市とサービス提供に関する契約を結ぶものの、コロナの影響で 2020 年末までサービス開始が

延期された。サービス開始後は、JICA とも協力し登録台数を増やし、2023 年 6 月時点、約 3 万台の

タクシーと 5 万人のドライバーが 車両追跡サービスに登録されている。一方、バイクタクシー

の登録については、20 万台の目標を立てたものの、国内事情で登録が延期されている。 

人口増加に対応できるだけの交通サービ
スがない

問題

既存インフラへのさらなる負担

過去策定された交通政策ではモビリティ
改善の一部のみに留まっている

PDTKが策定されているが計画通りに開
発が進められていない

交通インフラの開発が間に合っていない

車両が通行できる道路が限られ渋滞が発
生している

人の移動・貨物ともに減少傾向にあり、
道路交通への負担が増えている

徒歩が多いが道路が整備されておらず（
歩道がない、道路幅員が狭い）歩きづら

い

バス不足・運行非効率が原因で待ち時間
が長い

タクシー・タクシーバスへの需要が増加
し、道路上の車両数が増加している

人口増加に耐えうる交通サービスを提供
する

将来予測にあった交通政策・計画を策定
する

政策や計画に沿った開発を実施する

道路インフラを早急に整備する

鉄道インフラを活用できるようにする

バス運行を改善する

タクシー・タクシーバスを削減する

課題

公共交通の運行を最適化する

公共交通の供給（バス台数・ルート）を
増やす

BRTインフラを整備する

既存の鉄道インフラを修復する

将来予測を基に交通政策・計画を策定す
る

政策・計画の策定をモニタリングする

解決策

政策・計画を基に開発方針を作成する

開発方針を基に開発を実施する

道路インフラを補修・拡大する

道路インフラを新しく整備する

バス運行管理者を育成する

公共交通の利便性を向上する

新しい公共交通サービスを提供する

新しい鉄道インフラを整備する
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アプリ画面 追跡サービス 

出典：  

図 7.2.1 車両追跡サービス 

 

7.2.1.2 公共交通のデジタル化プロジェクト 

現在、 は、ルート情報確認や学生登録ができるスマートフォンアプリ（図 7.2.2）

を提供している。アプリだけでなく NFC タイプの IC カードを発行しており、定期券タイプの乗車券

として乗車時にタッチする形で導入が開始されている。定期券タイプであるため、現在 IC カードは

バリューを持たない形であるが、今後の構想としては、バリューを持たせ、モバイルペイメントの

領域まで拡張したいと考えている。 

また、バス車両へ GPS 機器を取り付けることで、すべてのバスの位置を把握するとともに、利用者

へ提供する（バスロケーションシステム）準備が進められており、より利便性を高めるための取組

を継続的に実施している。さらに、各大学の学生データベースと連携し、利用者登録を簡易化する

ことも考えており、複数大学と議論を進めるとともに、1 大学とは連携することで準備が進められ

ている。利用者の利便性向上だけでなく、登録データも収集してきており、今後のデータの利活用

が期待される。 

  

スマートフォンアプリ ICカード 

出典：  

図 7.2.2 デジタルサービス 
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人口推移 年齢別人口割合 

出典：調査団（World Bank、UNFPA のデータをもとに作成） 

図 7.3.1 コンゴ民国の人口 

7.3.1.2 社会経済 

(1) 国内総生産（GDP）と経済成長率 

コンゴ民国における GDP（国内総生産）は 580.7 億ドル（2022 年、世銀）で増加傾向にあり、ここ

数年は平均 5％以上の経済成長を続けている。コロナの影響により、2020 年の成長率は低かったも

のの、その後回復し、2022年には9％近くの成長率を達成した。コンゴ民国の一人あたりGNIは 586

ドル（2022 年、世銀）、物価上昇率は 19.1%（2022 年、IMF）であり、失業率は 5%（2022 年、ILO

推計）となっている。 

 
出典：調査団（World Bank のデータをもとに作成） 

図 7.3.2 コンゴ民国の GDP 及び伸び率（ドルベース） 

(2) 世帯所得水準 

キンシャサ市における世帯所得水準(図 7.3.3)をみると、中所得層の割合が 47％と一番高く、中所

得層と低所得層の割合が 8 割以上を占めている。一方、高所得層は 14％となっており、キンシャサ

市の人口から推計すると、およそ 2 百万人いることとなる。 
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出典：PDTK 
注：低所得：199 ドル以下、中所得：200～749 ドル、高所得：750 ドル以上 

図 7.3.3 キンシャサ市における世帯所得水準 

(3) 携帯電話とインターネットの利用状況 

コンゴ民国の 2021 年の携帯電話保有率（図 7.3.4）は 49%であり、年々増加する傾向にあるが、イ

ンターネットの利用者率は 23%(2021、世銀)であり、携帯電話の保有者数に比べて低く、携帯電話

を使ってもインターネットを使わない、または使えない人が大勢いるという状況が想定される。 

 
出典：調査団（World Bank のデータをもとに作成） 

図 7.3.4 コンゴ民国の携帯電話保有率 

(4) 各種口座の保有状況 

コンゴ民国の 2022 年口座保有率（銀行、その他の金融機関の口座を持っている人、またはモバイル

マネーを利用したことがある人）は 27.4％となっており、その中に金融機関の口座保有率は 9.6％

と非常に少ない状況である。また、モバイルマネー口座の保有率は2022年に22.7％となっており、

この 10 年近くで 2 倍以上増加しており、金融機関よりもモバイルマネーを利用する人が多い状況で

ある。（図 7.3.5 コンゴ民国の口座保有状況） 

 
 

口座保有率 モバイルマネー口座保有率 

出典：調査団（Global Findex Database（2022 年）をもとに作成） 

図 7.3.5 コンゴ民国の口座保有状況 
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デビットカード、またはクレジットカードの利用状況に関しては、両方のカードを所有している人

の割合は5.4％（15歳以上の割合）であり、その中の0.9％のみがクレジットカードを持っている。 

デジタル決済に関しては、モバイルマネー、デビットカード、またはクレジットカード、携帯電話

を利用し決済した人、または給料など直接金融機関、またはモバイルマネー口座に振り込まれた人

の割合は 25.9％（15 歳以上の割合）であり、年々増加傾向にある。 

(5) 公共交通に対する認識 

コンゴ民国の住民は、公共交通に対して危険（特に事故と犯罪）で品質が良くないと認識している。

料金に関しては高くないと認識しているが、バスがなかなか来ないことが多く、公共交通に対して

不便性を感じている。このため、少し高くても、安全で待ち時間の少ないサービスを選ぶ人（特に

女性）が増えてきている。 

7.3.1.3 IT 技術 

コンゴ民国における IT 技術は、他国に比べ遅いものの、進展してきている状況であり、この流れに

対応する形で、デジタル庁によって策定された DX ナショナルプランなど IT に関する政府計画の策

定が開始されている。全体的にみると、IT に対するリテラシーはまだ低く、特にタクシーやバイク

タクシーのドライバーに関しては、スマホアプリの使い方を理解していない人が多い。 

コンゴ民国では、若い人ほど SNS を利用しており（WhatsApp が主流）、スマートフォンを持つ人が

最近増えてきている。特に大学生の IT リテラシーは、この数年で上がってきており、スマートフォ

ンやパソコンを持っている大学生は近年増加している。また、就職先として最近大学を卒業した人

がタクシードライバーになるなど状況が変わってきており、ドライバーの IT リテラシーが向上傾向

にある。 

インターネット環境に関しては、有線通信が近年改善しているとともに、無線通信はフランスの大

手通信会社 のサービス提供開始により、品質と価格の面で向上してきている。 

7.3.1.4 法制度 

(1) 国家デジタルトランスフォーメーション（DX）計画 

国家のデジタルトランスフォーメーション計画はすでに策定されているが、地方レベル（特にキン

シャサ市）については、現在計画中である。デジタル庁は計画を進めるためには、民間セクターと

の協力が重要であると認識している。 

(2) 個人情報保護法 

コンゴ民国は、まだ一般的なデータ保護法を制定していない。しかし、コンゴ民国憲法は、個人の

プライバシーを尊重し、通信、電気通信、その他あらゆる通信の秘密を守る権利を明示している。

個人情報の保護に関しては、2020 年 11 月 25 日に公布され、2021 年 9 月 22 日に官報に掲載された

電気通信、情報通信技術に関する法律第 20/017 号に記載されている。しかし、同法の詳細は、まだ

公表されていない。 

(3) タクシー等に関する規制 

タクシーとタクシーバスのドライバーと車両オーナーは ACCO が登録することとなっている。バスド

ライバーは 2 つの組織（もう一つは国）のどちらかに登録することとなっている。ACCO によると、

ドライバーになるには 18 歳以上であれば良く、ID・申請書・登録料のみあれば、ドライバーの資格

が得られる。 

バイクタクシーに関しては、ドライバーだけでなく、車両とそのオーナーも ANIPTMC に登録するこ

とになっており、現時点で把握している台数は、約40万台である。20歳以上であれば登録可能であ
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いるものの、中心地から少し離れたところでは、まだ舗装されていない道路もあることや、走って

いる車両（タクシー、バスを含めて）の中に古い車両が多くみられる。最近、国の政策として車両

年数の制限を行っており、新しい車両への買い替えを促進する動きが始まっている。 

MaaS サービスとして、現地スタートアップである やフランスの会社である などが

MaaS 関連事業として取り組んでいる。 

 

  
インフォーマルタクシー（  ミニバス（  

出典：調査団 

図 7.3.6 アビジャンにおける公共交通 

(2)  

は、2017 年にアビジャンの MaaS スタートアップ企業として設立され、11～50 人規模の会

社で、現在のスタートアップステージは、非資本援助（Non-equity Assistance）である。アビジャ

ンのタクシードライバーや交通事業者を支援し、決済・発券ソリューションを提供している。現在、

ローカルの自動車ディーラーである と協力し、必要な情報（ドライバーの履歴、車の収

益力など）を金融機関に提供することで、交通事業者が車を買い替えるためのローンを組めるよう

支援している。 に登録されている交通事業者の約 9 割は個人ドライバーであり、1台の車

に対して通常3人程度のドライバーがいる（そのうち1人がメインドライバーで車を所有している）。

車を所有しているメインドライバーは、金融機関から融資を受けて車を更新している。タクシーの

安全性・利便性の向上、交通事業者のローンなどファイナンシャルアクセシビリティなどの課題を

解決するためのサービスとして事業を展開している。 

タクシーに乗る人は、バスやタクシーステーションにある  Agent（代理店）で新しい  

という IC カードを購入し、チャージする必要がある。タクシーに乗った時の支払いは、この

カードを運転手のスマートフォンにタッチして行う。カードを持ってない場合は、バスやタクシー

のステーションにある  Agent でチケットを購入することもできる。 

ヒアリングにより、  は、過去に事業を拡大したことがあるが成功せず、その過程で損失

があった経験がある。現在では、それを教訓に、小規模で成功し、徐々に規模を拡大していくとい

う戦略をとっているとのことであった。また、海外展開の予定も考えており、来年にはガボンとキ

ンシャサへ事業展開をする予定とのことである。 
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チケット発行デバイス  

 

アプリ画面  

出典：調査団 

図 7.3.7 のソリューション 

ビジネスモデル（図 7.3.8）として、主なターゲットは個人公共交通事業者であり、収入源はコ

ミッションフィーである。競合として、 ローカルの MaaS 関連事業者）、 IT ソ

リューション企業）、 ナイジェリアの決済企業）がある。 

 
出典：調査団（ヒアリングにより作成） 

図 7.3.8 のビジネスモデル 

(3)  

は、2013 年にフランス発のライドヘイリングスタートアップ企業として設立され、101～250

人規模の会社で、現在のスタートアップステージは、Series B である。現在、フランス語圏 8 ヵ国
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12で事業を展開している。特に、フランス、アンゴラ、アルジェリアでは大きなシェアを占めてい

る。 

 

 

アプリ画面 車両 

出典：調査団 

図 7.3.9 のサービス 

アビジャンでは、2022年にライドヘイリングサービスを展開し、現在約20人の社員がいる。サービ

スを開始したばかりのため、ロシアのライドヘイリング・プラットフォームである 約5年、

シェアは約 90％）に比べると、アビジャンでの市場シェアはまだ小さい。キンシャサでも一度事業

展開したものの、キンシャサのモビリティ市場は、まだまだタクシーやタクシーバスに依存してお

り、ライドヘイリングのような新しいサービスは、成功しにくいとの判断から、最近キンシャサか

ら撤退している。さらに、キンシャサにおいて、 の運営・管理ができる人材を探すことが困

難であり、現時点では、キンシャサで事業再開をしない方針とのことである。主な戦略として、成

長と収益性を重視しており、ライドヘイリング業界はドライバーによって動かされているため、特

にドライバーの最適な環境を整えることに注力している。 は利用者・ドライバーの安全性や

ドライバーの収入の確保などのライドヘイリング事業者のみならず、公共交通事業者が直面してい

る課題にも取り組んでいる。 

ビジネスモデル（図 7.3.10）として、ターゲットは 18 歳～45 歳の市民であり、収入源はコミッ

ションである。主な競合として、 、 等がある。 

 
出典：調査団（ヒアリングにより作成） 

図 7.3.10 のビジネスモデル 

 

12 フランス、ベルギー、アンゴラ、アルジェリア、モロッコ、マリ、セネガル、コートジボワール 
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(4)  

は、1989 年に設立されたアビジャンのメータータクシーの保険会社であり、メータータク

シーの所有者に保険サービスを提供している。アビジャンでは、メータータクシーの所有者全員は、

の会員として登録することが義務付けられているため、 は重要な役割を担っている。 

ヒアリングにより、主な戦略としては、より安定・安心・快適で高級なタクシーサービスを提供す

ることにあり、古い車両の増加や交通事故によるタクシードライバーへの負担の増加、などの問題

解決に取り組んでいる。 

 
オフィス メータータクシー 

出典：調査団 

図 7.3.11 のサービス 

図 7.3.12 に示すビジネスモデルのように、ターゲットは車両オーナーであり、収入源は保険料、

投資（不動産など）である。メータータクシーが減ると保険からの収入が減少するため、主な競合

として、 などのライドヘイリングサービスである。 

 
出典：調査団（ヒアリングにより作成） 

図 7.3.12 のビジネスモデル 

 

7.3.2.3 ナイロビ（ケニア）の事例 

(1) ナイロビにおける MaaS サービス 

ナイロビにおける公共交通は、タクシー、ミニバス・バス（ 、鉄道（都市間の移動手段）

があり、特に、ミニバスの利用が中心となっている。現在、ケニアの交通局は民間企業と連携し、

スピード制御やトラッキングなどの運行管理システムを適用し、 のデジタル化を進めている。

政治事情により新しい政策の策定が懸念点となっており、新しいライセンスの要求による追加コス

トの発生といった公共交通事業への影響を及ぼす可能性がある。 
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MaaS サービスとして、 や などの現地スタートアップ企

業が取り組んでいる。 

 
出典：調査団 

図 7.3.13 バス・タクシーバス（  

(2)  

は、2012 年にケニアの ICT スタートアップ企業として設立され、

11～50人規模の会社であり、現在のスタートアップステージはSeedである。主に公共交通セクター

のデジタル化（決済、給与管理、運行管理）に必要なソフトウェア・ハードウェアと、これらを導

入した End-to-End ソリューションを提供している。 が現在構築しているソリューションは、ア

フリカの公共交通機関向けに独自に開発されたものであり、ソフトウェアと特別にカスタマイズさ

れたハードウェア機器の提供を行っている。 

 
出典：  

図 7.3.14 が提供しているサービス 

  
トラッキング・速度制御デバイスが搭載された  トラッキング・速度制御デバイス 

出典：  

図 7.3.15 のトラッキング・速度制御デバイス 

主な戦略として、公共交通事業者に焦点を当て、これらの事業者が利益を得て、順調に成長できる

ように支援することであり、渋滞や不安全なバス運行などの公共交通問題の解決に取り組んでいる。 
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ビジネスモデルは図 7.3.16 に示すように、主なターゲットは公共交通事業者と政府機関であり、

収入源はソフトウェアの課金、ハードウェア機器の販売、取引手数料、政府との契約金などである。

競合として、ローカルの ICT 企業があるが、これらの ICT 企業は End-to-End ソリューションを提供

できていないとのことである。 

 
出典：調査団（ヒアリングにより作成） 

図 7.3.16 のビジネスモデル 

(3)  

 は、2016 年にナイロビの Westlands に拠点を置くケニアの会社である   

の子会社として設立され、100 人規模の会社である。主にライドヘイリングのプラットフォーム

を提供しており、通勤サービスや空港送迎サービス（一つの予約で空港まで行き、目的地でタク

シーを待機させることができる）などを提供している。さらに、現在、物流や配達などの他分野に

も拡大している。 

 

 
ライドヘイリング車両 ライドヘイリングサービス） 

出典：調査団 
図 7.3.17  

主な戦略として、ドライバー登録プロセス（運転免許や警察証明書などが必要）を通して、適切な

ドライバーを選び、安全性を重視した問題解決に取り組んでいる。 
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よって、MaaS は 5 段階のレベル14に分けて定義づけられているが、この定義に当てはめると、時点

において、キンシャサ市はレベル 0 の状態である。 

キンシャサ市においては、各サービスが独自に存在しているため、移動に関する情報を整備・統合

することが重要であり、まずレベル 0 からレベル 1 を目指すこととなる。

出典：調査団

図 7.4.1 MaaS レベル 

7.4.1.3 キンシャサ市における MaaS ビジネスに向けて 

上記で整理された現状から特に、中・低所得者層の移動手段は公共交通が中心となっているが、タ

クシー利用者の誘拐や窃盗といった事件が多発する状況にある。今後もキンシャサ市の人口は増加

する傾向にあり、公共交通サービスを改善する事業が、より重要になると想定される。

キンシャサ市における MaaS ビジネスに向け、交通状況、実施・計画中プロジェクト、他国事例から

MaaS での解決が想定されるキンシャサ市の交通課題を下表の通り絞り込んだ。

出典：調査団

図 7.4.2 MaaS での解決が想定される課題 

7.4.2 想定される MaaS 事業 

キンシャサ市において自家用車の利用を削減し、公共交通の利便性を向上させるとともに、安心・

安全を確保するという課題の解決が想定される MaaS 事業として、大きく 3 つの分野での可能性があ

ると考えられる。

14 スウェーデンのチャルマース工科大学の研究者にて発表 

⾃家⽤⾞の利⽤を削減する

公共交通の安心・安全を確保する

公共交通の利便性を向上する

公共交通利⽤を促進する
⾃家⽤⾞を削減するサービスを提供する

登録された⾞両・ドライバーによる運航サービスを提供する

公共交通の情報を整備し提供する
公共交通の運⾏を最適化する

課題 解決策
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7.5.2.2 販売・仕入計画（システム計画） 

本事業には、バスサービスの予約・運行管理システム構築費（アプリ・システム開発、クラウドそ

の他必要機材）と実際にバスサービスをするための車両（7～8 名程度乗車できるサイズ）が主な必

要機材となる。また、運営・維持管理をする人材や販売支援を行う人材（7.5.2.4 参照）以外に、

運転手が必要となる。 

キンシャサ市において、小中高生は 500 万人以上いると推計されるが、本事業は高所得者層の子供

をターゲットに開始するため、70 万人程度の利用者を目指す。当初は、数千人から開始することを

想定しており、利用者数の増加に合わせて、車両とドライバーを増やしていく想定である。 

7.5.2.3 販売促進・集客方法 

安心・安全を担保する（広く知れ渡ると逆に狙われる）ため、あまり大々的な宣伝広告は出さず、

口コミによる集客を想定している。 

7.5.2.4 実施体制・人員計画 

現地ローカル企業のタクシー会社（  が、既存ビジネス（UN 職員等外国人向けに安

心・安全を確保）に親和性が高く、非常に興味を示しており、同社を中心に事業を進めることを想

定している。 

既存事業の予約は、2 名×3 シフトで行っており、同程度の人員で対応可能であると考えている。 

出典：調査団 

図 7.5.4 通学バスサービスビジネス体制図 

また、第三国調査でヒアリングを行った 社（アビジャン、 出資企業）が興味

を持っており、予約だけでなく、決済まで含めた技術提供といった形で協業する可能性はあると考

えている。一方、本サービスに必要となる車両調達が課題であり、出資者（例えば、

を探す、または、車両を調達する協業企業が必要である。 

7.5.3 フォーマル公共交通向け事業 

7.5.3.1 ビジネスモデル 

路線バス利用者に対して、乗車アプリを用いてバスの現在位置、バス停到着予定時間、車内混雑状

況などを提供するとともに、オペレーターとして、センサーによる乗降時の情報や GPS によるバス

位置情報を収集し、クラウド上で AI を用いて分析・最適化し、運行を効率化するが、収入源として

はバス運賃だけとなる。他の途上国と同様に、コンゴ民国においても、公共交通運賃は非常に安く、

効率化を図っただけでは、簡単には収益が上がらないと考えられる。 

 がすでに導入に向け進めていることもあり、不足する部分のサービス・システムを

支援するという形が適していると想定される。 

レンターカー会社
カーディーラー

タクシー会社 投資家

専用エクスプレス
通学バス事業者
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の費用やドライバーの給料 が発生するとともに、システム

維持管理費が発生すると想定している。 

7.6.3 フォーマル公共交通向け事業 

バスサービスの利便性向上は、バス事業者が中心となって行うものであるが、公共性が強く、予算

が限られており、ビジネスとしては成立しないと考えている。また、システムさえ導入すればよい

というものではなく、それを利用する職員の能力強化も必要になってくるため、日本政府または国

際機関による支援が妥当であると考えられる。 

バスロケーションシステム等の利用者向け情報提供システムは、 で導入

が可能である。また、運行最適化システムも同様な価格帯で導入できると想定している。 

 

7.7 段階整備の検討 

どの事業においても、ビジネスが軌道に乗れば、年代や都市の状況および顧客ニーズに合わせ、段

階的に拡大していくことになるものの、現時点においては、スモールスタートを想定しており、段

階的に整備するという考えはない。 

 

7.8 事業スキームの検討 

プラットフォーム事業とバスサービス事業は、民間ビジネスとして、協業企業を探して事業を実施

する想定であるが、スタートアップレベルの企業規模でもあるため、投資家を募って事業展開する

ことも考えられる。 

社へのヒアリングにおいて、 からの出資可能性等について議論を行った。キ

ンシャサ現地企業とのビジネスについて、興味を持って頂いたものの、投資要件として、現地企業

の経営方針・ビジネスモデル・対象ビジネスの P/L があり、今後具体的に議論を交わしながら詰め

ていく必要がある。 

既存バスサービスの利便性向上については、日本または他ドナーおよび国際機関による支援が妥当

であると考えるが、システム導入自体はそれほど大規模なものではないため、既存の支援プロジェ

クトの中で、パイロット実施などによる方法もあると想定している。 

 

7.9 導入と運営に関する課題と対応策 

ライドヘイリングオペレーター向け事業（プラットフォーム事業）とインフォーマル公共交通向け

事業（バスサービス事業）は、民間ビジネスとして協業企業を探し、事業を実施することを想定し

ている。これまでにない新たな事業であるため、実施にあたっては、既存の法令に事業が適合して

いるか確認するとともに、コンゴ民政府の理解と協力が必要となる。これに対しては、民間のみの

事業ではなく、IFC (国際金融公社)による投融資や JICA などの海外投融資を活用することで、コン

ゴ民政府も巻き込み、円滑な導入を図ることが期待できる。民間事業のため、運営上は投資家の関

心が集まれば大きな課題はないと想定される。 

フォーマル公共交通向け事業（既存バスサービスの利便性向上）については、多国間援助や二国間

援助により、 と  に導入することを想定している。両社は公的企業であり、

中央政府からの補助金に依存している。このため、運営にあたっては、中央政府からの継続的な支

援が望まれる。しかしながら、中央政府からの安定した支援が難しい場合も想定し、MaaS 事業以外

に広告収入等で財源をカバーし、持続的な運営が行われるように対応することも考えられる。 
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7.10 我が国企業の優位性の確認 

ライドヘイリングサービスなどは欧米・東南アジアが進んでおり、我が国企業の優位性は低いもの

の、公共交通サービスに関連したシステムなどには世界的に優位性があると考えられる。また、プ

ラットフォームを構築し、様々なデータを統合するようなノウハウについても他国に負けない優位

性があると認識している。 
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8. 交通安全教育（Component-4） 

8.1 課題・ニーズ 

キンシャサ市における交通安全分野は課題が多く、交通安全教育をはじめとした交通安全分野への

支援ニーズが高まっている。特に重要な課題を以下に整理する。 

 キンシャサ市では、交通事故による死者数が増加傾向にあり、2001年に比べて、2013 年は 2

倍以上となっており、急激に増加している。 

 多くの開発途上国において、共通の問題であると考えられるが、事故データの記録が適切に

機能しておらず、実際の事故数より過少報告となっている可能性がある。そして、正確な事

故データが記録されないため、事故データに基づく、分析や対策の立案が出来ない。 

 主要交差点等において、ミニバス（タクシーバン）や相乗りタクシーの客待ちによる二重、

三重に及ぶ路上駐車が見られる。さらに、市場などの人が集まる場所において、一般のドラ

イバーが路上駐車をするなど、交通法令が順守されていない。 

 
出典：CNPR 

図 8.1.1 キンシャサ市の交通事故数の推移 

 
出典：PRCM-PDTK チームより提供 

図 8.1.2 二重、三重に路上駐車するタクシーバンの様子 
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8.3.1 危険事象の分析１(交差点 IS-4) 

当該地点は、信号機が設置されておらず、警察の手信号で交通制御を実施している交差点である。

図 8.3.2 と図 8.3.3 は、歩行者交通量のピーク時（17:45～18:45）における歩行者の軌跡を示して

おり、西から東に向かう歩行者数は 3,159 人/時間、南から北に向かう歩行者は 5,211 人/時間であ

る。ラウンドアバウトの面積が大きく、横断歩道がないため、歩行者が無秩序に通行している状況

である。歩行者と自動車の交錯が発生するリスクが多く、人対車両の事故が発生しやすい状況にあ

る。 

 
出典：調査団 

図 8.3.2 ピーク時間帯における西から東に向かう歩行者の軌跡(交差点 IS-4) 

 
出典：調査団 

図 8.3.3 ピーク時間帯における南から北に向かう歩行者の軌跡(交差点 IS-4) 
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8.3.2 危険事象の分析２(交差点 IS-5) 

当該地点は、コンゴ民国の  が開発したロボット信号が設置されている交差点である。

図 8.3.4 に示す北から東に向かう左折車の軌跡をみると、北から東に向かう左折車（図中Ｎ→Ｅ）

がロボット信号の裏側を走行して左折すべきところ、ロボット信号の手前でショートカットして左

折していることが分かる。本事例と同様に、交通ルールを無視する事例が多くみられており、交通

ルールの順守が必要である。 

 
出典：調査団 

図 8.3.4 北から東に向かう左折車のショートカット(交差点 IS-5) 

8.3.3 危険事象の分析３(交差点 IS-7) 

歩行者のピーク時間帯（8:30～9:30）における南北方向の横断歩行者の軌跡を図 8.3.5 に示す。

ピーク時の南北方向の歩行者交通量は 672 人/時間、うち南から北に向かうのは 577 人/時間、北か

ら南に向かうのは 95 人/時間であった。横断歩行者が 1 時間に 1,000 人以上と多いものの、横断歩

道は設置されていない。横断が多発している箇所は、2 箇所あり、1 個所目は東側にある中央分離帯

の隙間で横断者は318人/時間、2箇所目は西側にある中央分離帯の隙間で横断者は189人/時間であ

る。歩行者と自動車の交錯により、中央分離帯の隙間で人対車両事故が発生するリスクが高い状況

である（図 8.3.6）。 
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出典：調査団 

図 8.3.5 南北方向の横断歩行者の軌跡(交差点 IS-7) 

 
出典：調査団 

図 8.3.6 中央分離帯の隙間を横断する横断者(交差点 IS-7) 

8.3.4 危険事象の分析４(交差点 IS-8) 

ピーク時間帯のうち、5 分間を抽出した自動車の軌跡を図 8.3.7 に示す。下図で示すとおり、西か

ら東に向かう直進車が、中央分離帯側の左折専用車線を走行する危険事象がみられる。この直進車

が左折車両を避けるために急な車線変更をする可能性もあり、安全上の懸念がある。本事象につい

ては、左折専用車線の受け側車線が用意されていることも一因である（日本であればゼブラ帯等の

処理がされている）。 
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出典：調査団 

図 8.3.7 左折の車線規制に従わず走行する直進車(交差点 IS-8) 

8.3.5 危険事象の分析５(交差点 IS-8) 

ピーク時間帯のうち、5 分間を抽出した自動車の軌跡を図 8.3.8 に示す。直進車が信号待ちしてい

る際に、路肩を通行して右折する事象や、直進車が車群に従い、ゆっくり走行している際に、路肩

を通行して追い越しする事象が発生している。割合をみると、西から東に向かう右折車のうち、路

肩を走行した右折車は 53.8％と半分以上の車両が路肩を走行して右折している状況である。 

 
出典：調査団 

図 8.3.8 路肩に走行する車両(交差点 IS-8) 

8.3.6 危険事象の分析６(交差点 IS-8) 

当該交差点において、南北方向の横断歩道は 2 箇所設置されている。歩行者のピーク時間帯（17:15

～18:15）における南北方向の歩行者軌跡を図 8.3.9 に示す。横断歩道以外の部分も歩行者の乱横

断が見られる。南北方向の横断の内、横断歩道以外の部分を乱横断する割合（乱横断率）は 41.3％

と非常に高い状況である。 
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出典：PCR 提供 

図 8.4.1 主な事故の要因（2022、PCR） 

 

8.4.1.2 国際機関の統計資料 

世界保健機関（WHO）の「STATUS REPORT ON ROAD SAFTY 2018」が整理したキンシャサ市の交通事故

による死亡者数の分類を図 8.4.2、交通事故死亡者数の傾向を図 8.4.3 に示す。キンシャサ市の交

通事故死亡者数（2016 年）の報告値は、385 人（男性 81%、女性 19%）となっており、歩行者が半数

を占めている状況である。 

 

注：関係者へのヒアリング調査によると、交通事故死亡者数の統計値はキンシャサ市しか存在しないとのことか
ら、本報告書の交通事故死亡者数はキンシャサ市の統計値であると判断した。 
出典：2016, Road Trac Police (PCR)  GLOBAL STATUS REPORTON ROAD SAFETY（WHO） 

図 8.4.2 交通事故による死亡者数の分類 

  















 
8. 交通安全教育（COMPONENT-4） 

 8-16 

8.7 概算事業費  

コンゴ民国「（仮称）キンシャサ市交通安全プロジェクト（～交通安全に関する組織能力および実

施能力向上プロジェクト～）」において配置予定する専門家として、次表のとおり

配置予定する専門家の内訳を下表に示す。 

表 8.7.1 提案プロジェクトにおける専門家チームの構成（案） 

 

8.8 事業スキームの検討 

交通安全に係る我が国の事業スキームとして、二国間や多国間援助機関を通じた技術協力プロジェ

クトや道路整備プロジェクトの一部として支援、中小企業・SDGs ビジネス支援事業、個別専門家の

派遣等が考えられる。 

 技術協力プロジェクト 

二国間や多国間援助機関による現地政府人材の能力・実施能力の強化、向上を目的とし、派遣する

専門家を通じて、技術移転や関係機関人材の能力強化を図るプロジェクトを立ち上げる。日本によ

る援助の場合、1970 年代の交通戦争から現在に至る交通事故死者数削減の取組んできた経験を生か

すことができる。その場合、詳細計画策定調査を実施し、計画の具体化を図ることが必要である。 

なお、前述のとおり、JICA では交通安全分野の技術プロジェクトとして、タイ国、カンボジア国、

バングラデシュ国において実施中であり、アフリカにおいてもケニア国にて近日プロジェクトを開

始する予定である。 

 道路整備プロジェクトの一部として支援 

道路整備やフライオーバーの整備プロジェクトの一貫として、交通安全に係る部分を盛り込んで、

交通安全に寄与することが考えられる。その際に、次頁以降に示すような本邦技術を取り入れてい

くこもと考えられる。 

また有償資金協力による道路整備プロジェクトが可能となった段階では、付帯プロジェクトの一貫

として、道路整備や道路改良と併せて交通安全プロジェクトを実施する可能性もある。 

 その他 

中小企業、SDGs ビジネス支援事業として技術・製品・サービスの導入も検討可能である。しかしな

がら、本邦技術・製品・サービスについては、コンゴ民国の現地環境およびコートジボワールで交

通安全に関わる SDGs 活動を実施した本邦企業へのヒアリング結果を考えると、本邦企業が参入意欲
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出典： ホームページより引用 

図 8.10.1 交通安全対策（自発光道路鋲）に関わる日本企業の技術例(リニアポインタ) 

 

出典： ホームページより引用 

図 8.10.2 交通安全対策（自発光道路鋲）に関わる日本企業の技術例(クロスポインタ) 
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出典： ホームページより引用 

図 8.10.3 交通安全対策（自発光道路鋲）に関わる日本企業の技術例(ラウンドフラッシュ) 

 

8.10.2 ドライバー教育（運転テストシミュレータ） 

運転テストシミュレータは、警視庁の指導のもと、運転免許取得のために導入されている。免許取

得時におけるドライバー教育の一つとして導入が考えられる。 
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出典： ホームページより引用 

図 8.10.4 ドライバー教育に関わる日本企業の技術例(自動運転シミュレータ１) 
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出典： ホームページより引用 

図 8.10.5 ドライバー教育に関わる日本企業の技術例(自動運転シミュレータ２) 

 

8.10.3 道路管理（モバイルマッピング） 

モバイルマッピングは、迅速に道路の現状把握、図面化するために使用されている。管轄地域にお

ける現況把握、図面化などの道路管理の観点で利用が考えられる。 
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出典： ホームページより引用 

図 8.10.6 道路管理（モバイルマッピング）に関わる日本企業の技術例 
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8.10.4 道路管理（維持管理） 

本システムは、道路管理を包括的に行うシステムである。道路管理データ構築の際に活用が考えら

れる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典： ホームページより
引用 

図 8.10.7 道路管理（維持管理）

に関わる日本企業の技術例(利用イ

メージ) 
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8.10.5 交通挙動調査（AI 交通量計測システム） 

交通挙動調査の手法として、AI による交通量観測や道路交通流の可視化することが可能である。事

故対策を行う箇所などにおいて、本システムを導入し、交通量の計測、危険因子の抽出に活用が考

えられる。 

 

 

 

出典： ホームページより引用 

図 8.10.8 交通挙動調査に関わる日本企業の技術例（AI 交通量計測システム） 
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8.10.6 交通挙動調査（ ） 

交通挙動調査の手法として、交通計測や走行軌跡の検出など様々なデータ取得が可能である。事故

対策を行う箇所で、本システムを導入し、交通の基礎状況、危険因子の抽出に活用が考えられる。 

 

出典： ホームページより引用 

図 8.10.9 交通挙動調査に関わる日本企業の技術例（ ） 
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9. 環境社会配慮 

ここでは、コンポーネント１およびコンポーネント２を対象に、環境社会配慮について記載する。

コンポーネント３およびコンポーネント４は、ソフトコンポーネントであることから、環境社会配

慮の適用を受けない。 

9.1 環境社会配慮に係るコンゴ民国の法制度 

9.1.1 環境配慮に関する法令 

9.1.1.1 環境アセスメント等に関する主な法令と関連機関 

(1) 環境アセスメント等に関する主な法令と流れ 

開発事業に係る環境社会配慮手続きは、法 11/009 号（2011 年 7 月 9 日）「環境保護に関連する基

本原則法」(Loi no. 11/009 du 09 juillet 2011 portant principes fondamentaux relatifs à la 
protection de l'environnement)の第 19, 21, 23, 24 条を根拠として定められた規則 14/019 号

(2014 年 8 月 2 日)「環境保護のための手続きメカニズムの運用規則」(Décret no. 14/019 du 02 
août 2014 fixant lesrègles de fonctionnement des mécanismes procéduraux de la protection 
de l'environnement)において定められている。同運用規則は、下記 I～VI に示す内容で構成されて

いる。 

Title I : General Provisions 

Title II: Strategic Environmental Assessment (SEA/EES) 

Title III: Environmental And Social Impact Assessment (ESIA (仏語：EIES)) 

Title IV: Conditions and Modalities of Realization of The Environmental Audit 

Title V : The Procedure of The Environmental Public Survey 

Title VI: Criminal, Transitional, Submission and Final Provisions 

また、同法 11/009 号第 22 条に基づく規則 14/30 号(Decret no. 14/ 030. du 18 nov 2014 fixant 

lesstatuts d'un etadlissement public denomme agence congolaise de l'environnement, en 

sigle)により、環境社会配慮手続きの実施機関としてコンゴ環境庁（ACE：Agence Congolaise de 

l’Environnement）(以下、「ACE」という)が設置されている。 

運用規則第 18 条は、「環境社会影響評価（ESIA）及び管理計画は、産業、商業、農業、林業、鉱

業、炭化水素、セメント、電気通信、またはその他の影響を与える可能性のある材料の開発、イン

フラストラクチャー、及び開発プロジェクトを実施する場合に提出する必要がある」と定めており、

第 19 条で環境社会影響評価の目次構成、第 20 条以降に調査手続き、第 31 条以降に承認手続きを

定めている。 

事業規模に応じた事業分類等の詳細は第 20 条が定めるマニュアルが定めることとなっているが、

同マニュアルは 2023 年 9 月現在まだ作成されておらず、ドナーの規定に従うこととなっている。

また、スコーピング報告書及び影響評価報告書を審査する専門家委員会についても、現時点では外

部専門家への委託は行われず、審査機関（ACE）幹部から構成される会議において、審査が行われて

いると推測される。 

環境社会影響評価書の作成、審査から施工開始までの流れは、次表のとおり定められている。 
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出典：調査団 

図 9.1.1 ACE(コンゴ民国環境庁)の組織構成 

9.1.1.2 本事業の環境スクリーニング 

(1) コンゴ民国の法令に基づくスクリーニング 

2023 年 9 月現在、事業規模や事業内容に応じて事業を分類するための規則やガイドラインは未整備

であることから、現時点で環境アセスメント等の要否は確定していない。このため、事業者が事業

の種類、規模等が決定した段階で下記のような手順で必要な環境社会配慮の活動が決定される予定

である。 

A) 事業者は、ACE に事業計画について通知を行う。 

B) FS 調査実施中に、工事内容及び範囲・工事期間・交通規制の計画・発生材の廃棄利用方法等が

明らかになった時点で、事業者は再度 ACE に対し、環境社会配慮手続きの開始（及び ACE によ

る本事業に係る調査 TOR の指示）を求めるレターを提出する。その際、調査 TOR の検討・手続

きの費用として法に定める申請料を事業者が ACE に支払う。 

C) ACE が調査 TOR を作成して事業者に提示する。 

(2) 国際基準に基づくスクリーニング 

国際基準として、JICA 環境社会配慮ガイドライン(2022 年、国際協力機構(JICA))を用い、その規定

にしたがったスクリーニングを行った。 

同ガイドラインに基づくカテゴリ分類の定義は、下表のとおりであり、その規模や事業の種類に

よって決定される。対象交差点の改良の程度により、住民移転数が 200 人を超えるケースでは、カ

テゴリ A、それ以下の場合はカテゴリ B のレベルにとどまると想定される。 
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なお、信号機設置や導流化等の整備（交差点改良）のみにより渋滞の緩和ができる交差点について

は、フライオーバーやアンダーパスの建設は行わない方針である。 

 

9.3 環境社会配慮に係るスクリーニング及びスコーピング案 

本節では、現地踏査や既存文献から得られた情報をベースに、対象交差点の交差点改良（フライ

オーバー建設含む）を行う場合の自然・社会面の各項目の負の影響の程度を想定し、暫定的なスク

リーニング及びスコーピングとして整理したものである。 

9.3.1 スクリーニング 

コンゴ民国の開発事業に係る環境社会配慮手続きは、法11/009号（2011年 7月 9日）「環境保護に

関連する基本原則法」（Loi no. 11/009 du 09 juillet 2011 portant principes fondamentaux 

relatifs à la protection de l'environnement）第 19, 21, 23, 24 条を根拠として定められた規

則 14/019 号（ 2014 年 8 月 2 日）「環境保護のための手続きメカニズムの運用規則」（Décret no. 
14/019 du 02 août 2014 fixant les règles de fonctionnement des mécanismes procéduraux de 
la protection de l'environnement）において定められている。運用規則第 18 条は、「環境社会影

響評価（ESIA）及び管理計画は、産業、商業、農業、林業、鉱業、炭化水素、セメント、電気通信、

またはその他の影響を与える可能性のある材料の開発、インフラストラクチャー、及び開発プロ

ジェクトを実施する場合に提出する必要がある」と定めており、本事業のルートが保護区の通過如

何に関わらず環境社会影響評価（ESIA）及び管理計画の作成が必要であるとの記載があるが、実際

は事業概要を作成し、ACE に提出した後に ESIA 作成の要否が判断される。 

9.3.2 スコーピング 

本環境社会配慮の対象は、交差点改良（フライオーバーの建設含む）であり、影響因子、影響を受

ける項目及び影響の程度、いわゆるスコーピングの結果を次表に示す。 
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10.1.3 経済費用 

(1) 設備投資費（Capital Expenditure : CAPEX） 

フライオーバー建設、交差点改良、施工管理に係る費用を設備投資費とした。経済分析に用いる

CAPEX算出において、外貨分についてSCFを用いて経済コストに換算した。また、経済分析において

価格上昇と租税公課は考慮されていない。 

(2) 維持管理費（Operating Expenditure : OPEX） 

フライオーバー事業においては、清掃や巡視、橋梁点検、床版補修、信号設備取替え、舗装、伸縮

装置、防護柵に係る維持管理費用を計上した。また、交差点改良事業においては、清掃や巡視、信

号設備取替え、舗装打ち替えに係る費用を計上した。評価期間における CAPEX、OPEX を現在価値で

示した事業費は以下のとおり。 

表 10.1.3 事業費 

 

10.1.4 経済評価 

上記の経済便益及び経済費用を使用し、プロジェクトのキャッシュフローを作成した。経済内部収

益率（Economic Internal Rate of Return : EIRR）、経済正味現在価値（Economic Net Present 

Value : ENPV）、費用便益比（Benefit to Cost Ratio : BCR）を指標とし、すべての区間において

EIRRは社会的割引率の12.0％を超え、ENPVはプラスの値、費用便益比は1.0を超えているため、本

事業は経済的な観点から妥当であると判断された。 

表 10.1.4 経済評価 
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